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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高（営業総収入）には消費税等は含まれておりません。 

２．第30期より加盟店からの収入については、売上高に含めて表示しております。 

３．第30期及び第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率については、

「当期純損益」が損失のため記載しておりません。また、第29期及び第31期の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権に係るプレミアムが生じていないため、記載しておりません。また、第33

期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

４．第32期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

５．第33期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高(営業総収入)（千円） 14,217,971 13,426,275 12,934,912 12,528,297 11,953,437 

経常損益（千円） 76,846 48,149 23,578 19,357 151,095 

当期純損益（千円） 86,688 △51,425 7,738 △1,012,159 31,081 

純資産額（千円） 534,698 616,184 651,629 △358,808 665,017 

総資産額（千円） 9,489,116 9,299,530 9,024,397 7,789,714 7,979,723 

１株当たり純資産額（円） 166.14 142.03 150.20 △82.71 △75.03 

１株当たり当期純損益（円） 26.93 △12.42 1.78 △233.30 0.69 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 5.6 6.6 7.2 △4.6 8.3 

自己資本利益率（％） 17.4 － 1.2 － 4.7 

株価収益率（倍） 5.4 － 84.3 － 217.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
164,282 145,470 148,797 76,564 △50,329 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△9,346 △3,974 △12,513 29,465 △19,145 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△316,311 △219,048 △61,030 △27,241 181,462 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
180,273 102,720 177,973 256,761 368,748 

従業員数 

[外、平均臨時従業員数](人) 

444 

[105] 

401 

[108] 

389 

[91] 

327 

[86] 

331 

[86] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業総収入には消費税等は含まれておりません。 

２．第30期より「加盟店からの収入」は金額的重要性が乏しくなったため、「売上高」に含めて表示しておりま

す。 

３．第30期、第32期及び第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率、株価収益率及び配当

性向については、「当期純損益」が損失のため記載しておりません。また、第29期及び第31期の潜在株式調

整後１株当たり当期純利益については、新株予約権に係るプレミアムが生じていないため、記載しておりま

せん。 

４．第32期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるも

のであります。 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

営業収入          

加盟店からの収入（千円） 30,309 － － － － 

売上高（千円） 13,579,570 12,798,655 12,362,713 12,091,399 11,809,374 

営業総収入合計（千円） 13,609,879 － － － － 

経常損益（千円） 85,676 37,630 18,940 32,735 71,944 

当期純損益（千円） 104,570 △583,719 12,650 △1,000,835 △20,610 

資本金（千円） 694,999 770,039 770,039 770,039 1,270,039 

発行済株式総数（株） 3,218,901 4,338,901 4,338,901 4,338,901 5,144,474 

純資産額（千円） 1,070,076 619,268 659,371 △339,742 632,392 

総資産額（千円） 9,861,344 9,158,173 8,919,544 7,740,482 5,742,537 

１株当たり純資産額（円） 332.49 142.74 151.99 △78.31 △82.28 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

5.0 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損益（円） 32.49 △141.01 2.92 △230.69 △11.13 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 10.9 6.8 7.4 △4.4 11.0 

自己資本利益率（％） 10.2 － 2.0 － － 

株価収益率（倍） 4.5 － 51.3 － － 

配当性向（％） 15.4 － － － － 

従業員数 

[外、平均臨時従業員数](人) 

368 

[92] 

342 

[90] 

332 

[77] 

276 

[72] 

322 

[82] 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和50年４月 自動車用品の販売（小売業）を目的に、資本金10,000千円をもって株式会社オートサロンモンテ

カルロを広島県広島市皆実町二丁目６番15号に設立する。 

昭和51年12月 自動車用品の販売（卸売業）を目的に、資本金5,250千円をもって当社100％出資子会社株式会社

オートスターを大阪市大淀区に設立する。 

昭和53年11月 株式会社オートサロンモンテカルロから株式会社モンテカルロに商号変更を行う。 

昭和54年１月 当社の小売店舗３店舗（河原店、祇園店、東雲店）を当社100％出資の子会社株式会社オートス

ターへ譲渡する。 

昭和55年３月 当社の小売店舗７店舗（呉店、手城店、八幡店、尾道店、小倉店、笠岡店、岩国店）を当社

100％出資の子会社株式会社オートスターへ譲渡し、卸売専業とする。 

卸売専業の当社100％出資の子会社株式会社オートスターは、当社より小売店舗10店舗を譲受

け、小売専業とする。 

昭和55年４月 当社は、小売主体の株式会社モンテカルロから鈴鹿産業株式会社に商号変更を行う。 

当社100％出資子会社株式会社オートスターは、株式会社モンテカルロに商号変更を行う。 

昭和55年４月 自動車用品の販売（卸売業）を目的に営業部（広島営業所）を開設する。 

昭和62年10月 自動車用品の卸売と小売の一体化による事業規模の拡大と経営の効率化を図るため、当社の

100％出資子会社である株式会社モンテカルロ（小売店舗18店舗）を吸収合併する。 

平成元年２月 アルミホイール等の自動車用品の製造・販売を目的に、資本金30,000千円をもって当社100％出

資子会社株式会社ディスモンドを広島市佐伯区に設立する。 

平成２年３月 岡山県岡山市に岡山地区第一号店として青江店（小売店舗）を開設する。 

平成５年５月 ボランタリー形態による共同仕入やオリジナル商品の開発等を目的に、全国の自動車用品小売加

盟店14社が株式会社ナップチェーンを資本金14,000千円をもって名古屋市名東区に設立、当社は

1,000千円の出資を行う。 

平成８年６月 フランチャイズ営業部を設置し、佐賀県佐賀市に当社初のフランチャイズ店舗、モンテカルロ太

陽警察通り店、モンテカルロ太陽医大通り店、モンテカルロ太陽本庄店を開設する。 

平成８年10月 鈴鹿産業株式会社から株式会社モンテカルロに商号変更を行い、広島市西区商工センター四丁目

８番１号へ本社を移転する。 

平成９年10月 広島市中区に中四国地方最大級の直営店として吉島店（小売店舗）を開設する。 

平成９年11月 日本証券業協会に株式を店頭売買有価証券として登録し、資本金694,999千円となる。 

平成11年１月 株式会社カーライフ南国よりフランチャイズ店舗３店舗（宝塚店、西宮店、江口橋店（平成11年

２月））を譲受け、直営店舗として開設する。 

平成11年５月 株式会社野田（静岡県浜松市）の全株式を買い取り、子会社化（店舗数８店舗）する。 

平成12年４月 京都府久世郡にある株式会社モーリスより小売店舗２店舗（伏見店、吉祥院店）を譲受け、直営

店舗として開設する。 

平成12年10月 静岡県浜松市にある株式会社野田可美店（小売店舗）二階フロアに藏之助（中古自動車用品販売

業）第一号店として藏之助浜松店を開設する。 

平成12年12月 広島県三次市にある三次店（小売店舗）の駐車場内にエコモ（自動車燃料事業）第一号店として

エコモ三次を開設する。 

平成13年２月 広告代理業を目的に、資本金10,000千円をもって当社100％出資子会社株式会社エイテックを広

島市西区に設立する。 

平成13年３月 広島市佐伯区にある五日市店（小売店舗）のピットスぺースにカーコンビニ倶楽部（軽板金・軽

塗装業）第一号店としてカーコンビニ倶楽部モンテカルロ五日市店を開設する。 

平成13年９月 広島市中区にある吉島店（小売店舗）のピットスペースに光速王（車検・整備業）第一号店とし

て光速王・吉島、同店舗内にザ・ベンハー（自動車販売業）第一号店としてザ・ベンハー吉島店

を開設する。 

平成14年２月 福井県福井市に藏之助フランチャイズ店舗福井店（中古自動車用品販売業）を開設する。 

平成15年６月 第三者割当増資による新株式を発行し,資本金770,039千円となる。 

平成18年５月 株式会社ナップチェーン（名古屋市中村区）の全株式を買い取り、子会社化する。 

平成18年７月 第三者割当増資による優先株式10億円を発行し、資本金1,270,039千円となる。 

平成18年８月 広島市西区にある子会社の株式会社ディスモンドに資産管理機能を集約するため資産の一部を吸

収分割する。 

平成18年８月 静岡県磐田市にある子会社の株式会社野田を吸収合併する。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、株式会社モンテカルロ（当社）、子会社３社及び関連会社１社で構

成されており、自動車用品の小売事業、卸売事業、フランチャイズ事業、中古自動車用品販売業、軽板金・軽塗装

業、車検・整備業、自動車販売業、自動車燃料事業、保険代理業、通信販売業、不動産管理業を行っております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは、次のとおりであります。 

 なお、次の事業内容は、当社グループは自動車用品の販売を主事業としておりますが、この自動車用品の販売事業

の売上高、営業損益及び資産の金額が全セグメントの売上高、営業損益及び資産の金額のいずれも90％超となってい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 （注） 株式会社デイスモンドは、平成18年８月１日より株式会社モンテカルロの資産の一部を吸収分割して、事業内

容を不動産管理業に変更しております。 

事業内容 当社及び子会社の事業における位置づけ 

自動車用品の小売事業 当社が営んでおります。 

自動車用品の卸売事業 当社及び子会社の株式会社ナップチェーンが営んでおります。 

フランチャイズ事業 当社が営んでおります。 

中古自動車用品販売業 当社が営んでおります。 

軽板金・軽塗装業 当社が営んでおります。 

車検・整備業 当社が営んでおります。 

自動車販売業 当社が営んでおります。 

自動車燃料事業 当社が営んでおります。 

保険代理業 当社が営んでおります。 

通信販売業 子会社の株式会社エイテックが営んでおります。 

不動産管理業 子会社の株式会社ディスモンドが営んでおります。 



 当社グループの主要な事業系統図は、次のとおりであります。 

 （注） なお、関連会社１社（野田汽車百貨股分有限公司）については、当社及び子会社との人事、資金、取引等の関

係が希薄であるため記載を省略しております。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．特定子会社に該当しております。 

２．有価証券届出書または有価証券報告書を提出している子会社及び関連会社はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に１年間の平均人員（１日８時間換算）を外数で記載

しております。 

 ２．その他事業とは、フランチャイズ事業、自動車燃料事業の２事業であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数には、当社からの出向者９名は含んでおりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は１年間の平均人員（１日８時間換算）を［ ］外数で記載して

おります。 

 ３．平均年間給与は、税込支払給与額であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４．前事業年度に比べ46名増加しておりますが、連結子会社の株式会社野田を吸収合併したこと等によるもので

あります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

事業内容 
議決権の所
有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 

株式会社ディスモン

ド 

広島市西区 95,000 不動産管理業等 100 

当社に製品を納入している。 

役員の兼任あり。 

設備の賃貸あり。 

株式会社エイテック 広島市西区 10,000 通信販売業 100 
当社から商品を供給している。 

役員の兼任あり。 

株式会社ナップチェ

ーン（注）１ 
広島市西区 14,000 卸売事業等 100 

当社に製品を納入している。 

役員の兼任あり。 

  平成19年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

自動車用品の小売事業 230  [73] 

自動車用品の卸売事業 34  [ 2] 

中古自動車用品販売業 23  [ 5] 

軽板金・軽塗装業 6  [ 2] 

車検・整備業 9  [ 2] 

その他事業 2  [－] 

管理部門等 27  [ 2] 

合計 331  [86] 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

322[82] 34.5 7.9 3,580,225 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、米国経済の減速や不安定な株式相場などの景気減速への懸念材料はある

ものの、高水準の企業収益を背景に設備投資が活発で、雇用情勢も改善傾向にあるなど、緩やかな拡大基調にあり

ます。 

 当業界におきましては、国内新車販売台数（軽自動車を除く）が29年ぶりの低水準となり、若年人口の減少や新

車の平均使用期間の長期化など、国内自動車販売市場自体の成熟化傾向が顕著となるなか、ディーラー各社が自動

車用品の取扱を強化するなど、引き続き厳しい事業環境が続いております。 

 このような状況の中で当社グループは、「高収益企業への転換」と「カー用品業界のパイオニアとして第二の成

長期」への展開を目指して、以下のとおり「戦略的経営革新」のための諸施策を実行しました。 

①新経営体制の確立 

 平成18年６月29日、定時株主総会のご承認をいただいて経営体制を一新。当社常駐の経営コンサルタントを取

締役統括本部長として迎え、マネジメント力と営業力を強化する「経営改革プロジェクト」を、全社一丸となっ

て推進していく、フラットで、機能的な体制を確立しました。 

②優先株式10億円の発行 

平成18年７月31日、自己資本の拡充及び財務基盤の強化を図るために、優先株式10億円を発行しました。 

③グループ会社の再編 

 平成18年８月１日、経営効率の改善を図るため、グループ各社を、機能に応じて戦略的に再編しました。具体

的には、当社100％子会社である株式会社ディスモンドに資産管理機能を集約するために吸収分割を実施。ま

た、一体的・効率的な業務運営のために、当社100％子会社である株式会社野田を吸収合併しました。 

 また、事業価値の向上に向けた仕入戦略を遂行するために、平成18年８月21日より、当社100％子会社である

株式会社ナップチェーンに、グループの仕入機能を集中しました。 

 新経営体制の下、小売事業のモンテカルロ、卸売事業のスズカブレーン、中古自動車用品販売業の藏之助、軽板

金・軽塗装業のカーコンビニ倶楽部・モンテカルロ板金塗装、車検・整備業の光速王を軸に、更なる経営の効率化

や顧客満足の追求に努め、収益体質の定着を図ってまいりました。 

 基幹事業である小売事業におきましては、ＭＣ会員の獲得推進によるお客様の囲い込みに努めるとともに、ピッ

ト関連の営業活動に注力した結果、オイル交換等のメンテナンス部門、工賃収入や、独自の販売スキームを構築し

たＥＴＣは好調に推移しました。反面、高額商品のナビゲーションの伸び悩みや、記録的な暖冬の影響によるスタ

ッドレスタイヤ・チェーン・ホイール等の販売不振により、小売事業全体としては、売上高は前年実績を下回りま

した。 

 しかしながら、経営改革プロジェクトの継続的推進により収益力は向上しており、中古自動車用品販売業、板金

塗装業、車検・整備業等の関連事業も増収基調にあることから、今後は更なる生産性の向上を目指すとともに、お

客様のカーライフをトータルサポートしていく所存です。 

 なお、期間中の総店舗数に変更はなく、小売事業のモンテカルロ29店舗、中古自動車用品販売業の藏之助７店舗

（４店舗は併設）、軽板金・軽塗装業のカーコンビニ倶楽部３店舗（前年比１店舗減、３店舗とも併設）、モンテ

カルロ板金塗装２店舗（カーコンビニ倶楽部から１店舗変更、２店舗とも併設）、車検・整備業の光速王２店舗

（２店舗とも併設）となっており、当連結会計年度末の小売事業から車検・整備業までの４事業における店舗数は

32店舗（11店舗は併設）となっております。 

 卸売事業におきましては、収益性重視の販路政策変更により減収とはなりましたが、取引先の販売促進支援等の

提案営業の強化や新たな販売チャネルの開拓に取り組んでまいりました。 

 また、フランチャイズ事業における、期間中の店舗数も６店舗と変更はなく、当連結会計年度末のモンテカルロ

チェーン総店舗数は38店舗（11店舗は併設）となっております。 

 この結果、当連結会計年度の営業収益は119億53百万円となり、前年同期と比べ５億74百万円の減収になりまし

た。 

 経常利益は１億51百万円（前年同期は経常利益19百万円）となりましたが、このなかには「戦略的経営革新」実

行にともなう支払手数料52百万円が含まれていることを勘案すると、収益力は格段に向上しているものと認識して

おります。 

 また、当期純利益は31百万円（前年同期は当期純損失10億12百万円）となりました。 

 なお、事業部門別の営業収益は、小売事業81億78百万円（中古自動車用品販売業４億82百万円含む）と前年同期

に比べ４億90百万円減収、卸売事業27億60百万円と前年同期と比べ29百万円減収、フランチャイズ事業７億18百万

円と前年同期と比べて43百万円の減収、その他の事業２億96百万円と前年同期と比べ11百万円の減収になりまし

た。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純利益の計上等により、前連結

会計年度に比べ１億11百万円増加し、当連結会計期間末には３億68百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、50百万円のマイナス（前年同期比１億26百万円の減額）となりました。

このマイナスは主に、税金等調整前当期純利益48百万円を計上したもののたな卸資産の増加が３億22百万円のマイ

ナス（前年同期比４億９百万円の減額）となったことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、19百万円のマイナス（前年同期比48百万円の減額）となりました。この

マイナスは主に有形固定資産の取得が52百万円マイナス（前年同期比9百万円の減額）となったことによるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、１億81百万円のプラス（前年同期比２億８百万円の増額）となりまし

た。このプラスは主に、株式の発行による収入が９億96百万円（前年同期比９億96百万円の増額）となったことに

よるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

① 生産実績 

 （注）１．連結子会社の株式会社ディスモンドは前年同期に生産を行っておりましたが、当連結会計年度より不動産管

理会社に移行し生産規模を縮小したため、前年同期比が著しく減少しております。  

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 商品仕入実績 

 （注）１．「その他の事業」は主として自動車販売業であります。 

 ２．「自動車用品の小売事業」の仕入高の中には、その他の事業のうち中古自動車用品販売業の仕入高を含めて

おります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当社グループは、主に需要予測を考慮した見込生産方式を取っているため、受注状況については特記すべき事項

はありません。 

事業内容 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車用品の小売事業（千円） 1,746 14.5 

自動車用品の卸売事業（千円） 4,454 16.7 

合計（千円） 6,200 16.0 

事業内容 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

自動車用品の小売事業（千円） 5,511,023 105.6 

自動車用品の卸売事業（千円） 2,480,594 98.7 

フランチャイズ事業（千円） 686,131 87.8 

その他の事業（千円） 187,617 92.7 

合計（千円） 8,865,367 101.7 



(3）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．「自動車用品の小売事業」の売上高の中には、その他の事業のうち中古自動車用品販売業の売上高を含めて

おります。 

３．「その他の事業」の「軽板金・軽塗装業等」の中には、株式会社エイテックの通信販売業の売上高、株式会

社ディスモンドの不動産管理業の売上高及び株式会社モンテカルロの軽板金・軽塗装業、車検・整備業、自

動車販売業、自動車燃料事業等の売上高が含まれております。 

４．主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。 

事業内容 
当連結会計年度 

前年同期比 
（％） 

売上高（千円） 構成比（％） 

(自動車用品の小売事業)      

タイヤ・ホイール 1,845,040 15.4  

オーディオ・ビジュアル 2,443,706 20.4  

部品・用品等 2,131,602 17.8  

その他 1,758,194 14.8  

小計 8,178,544 68.4 94.3 

(自動車用品の卸売事業)      

タイヤ・ホイール 325,460 2.7  

オーディオ・ビジュアル 745,794 6.2  

カースポーツ用品 1,439,948 12.2  

その他 248,969 2.0  

小計 2,760,173 23.1 99.0 

(フランチャイズ事業)      

タイヤ・ホイール 226,942 1.9  

オーディオ・ビジュアル 279,414 2.3  

その他 211,874 1.8  

小計 718,231 6.0 94.3 

(その他の事業)      

軽板金・軽塗装業等 296,488 2.5 96.3 

合計 11,953,437 100.0 95.4 



３【対処すべき課題】 

 今後の経済見通しといたしましては、緩やかな拡大基調が続くものと思われます。 

 当業界におきましては、雇用環境の改善による個人消費動向の好転が期待されるものの、引き続き厳しい事業環境

で推移するものと予想されます。 

このような状況のなかで、当社は、①顧客満足度の向上、②業務プロセスの改善、③人材の育成と変革能力の強化、

を対処すべき課題と認識し、平成17年５月から継続中の「経営改革プロジェクト」を全社一丸となって推進すること

で、これを実行・実現させてまいる所存でございます。 

①顧客満足度の向上 

 カード会員の増強、接客レベルの向上、アフターサービスの充実、フランチャイジーへのサポートの充実、中古

自動車用品販売・車検・修理等関連事業の強化により、顧客満足度の向上を図ります。 

②業務プロセスの改善 

小売事業におきましては、ピット関連の能動的な営業活動により一人当たりの生産性を向上させます。 

卸売事業におきましては、新たな販路拡大に努めるとともに、オリジナル商品の販売強化を行います。  

全社をあげて内部統制体制の構築・定着化・改善に努めます。 

 ③人材の育成と変革能力の強化 

 職位・役割をベースとした「シンプル」で「オープン」且つ「フェア」な新人事制度を平成19年４月１日より導

入します。 

 教育・研修を充実させ、職務能力の向上、マネジメント力の強化、改善提案能力の育成を行います。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがありま

す。 

 なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

１ 経営成績の季節的変動について 

 当社グループの主要な取引品目は、自動車用品でありますが、特に冬用タイヤ、チェーン等につきましては、販

売シーズンが12月から１月に集中しているところから売上高が下半期の第３四半期に偏る傾向があります。 

 なお、直近２期における売上高の四半期毎の実績は以下のとおりです。 

２ 借入金への依存度について 

 当社グループの直近２期の借入金残高及び負債及び資本合計に占める割合は下記のとおりであります。 

 当社グループは今後、借入金比率の削減による財務体質の強化に努める方針でありますが、急速かつ大幅な金利

変動があれば、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

３ 減損会計導入の影響について 

 当社グループの店舗開発形態として、敷地を取得するケースと賃借で使用するケースがあります。前連結会計年

度より「固定資産の減損に係る会計基準」が適用され、前連結会計年度において多額の減損損失を計上しました

が、今後、競合店の出現等により店舗の収益性が悪化する等、保有する固定資産及びファイナンス・リース資産に

ついて減損処理が必要となった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

４ 退職給付債務について 

 当社グループの従業員退職給付費用及び退職給付債務は、当社グループの採用する退職給付制度や退職金規程、

割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が

前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識さ

れるため、一般的には将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。今後、退職給付

制度や退職金規程の改訂や、さらには割引率の低下や運用利回りが悪化した場合は当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

５ 人材の確保及び育成について 

 当社グループの経営に係る基本方針は「自主性・自発性にあふれ、貢献意欲旺盛な社風」であり、当該方針を実

現できる人材の確保と育成を重要な経営課題として捉えております。 

 また、車検整備・軽板金・軽塗装においては高度の知識・技術・経験が要求されるため、それらに対応する人材

の確保及び育成にかかる研修等の継続教育は不可欠であります。 

 当社グループとしては、中途及び新規の両面から、人材を採用していく方針であります。 

 なお、従業員に対しては、目標管理制度のインセンティブを導入することにより、モラルの向上を図っておりま

す。 

当社単体売上高 （単位：千円,％） 

  売         上         高 

  ４月～６月 ７月～９月 10月～12月 １月～３月 通期合計 

平成19年３月期 2,705,768 2,886,262 3,528,818 2,688,524 11,809,374 

（構成比） 22.9 24.4 29.9 22.8 100.0 

平成18年３月期 2,668,681 2,902,586 3,839,819 2,680,312 12,091,399 

（構成比） 22.0 24.0 31.8 22.2 100.0 

  （単位：千円） 

  平成18年３月 平成19年３月 

    構成比（％）   構成比（％） 

期末借入金残高 6,612,430 84.9 5,797,926 72.2 

負債・純資産合計 7,789,714 100.0 7,979,723 100.0 



 しかしながら、人材の確保及び育成ができない場合には、提供サービスの質が低下し、当社グループの事業活動

に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社グループは、基本理念であります「善の経営」（仕入先やお客様をはじめとする方々に、感謝と思いやりの心

をもって、サービスを提供し喜びと満足を与え、人と人とのつながりを大切にし、人材を育てることを理念とする経

営）、運営方針に賛同していただける企業との連携を大切に、同志的結合のもと事業活動の共同化を図ることを目的

に、フランチャイズ契約を締結しております。 

 その他の事業におきましては、フランチャイジーとの間で藏之助フランチャイズチェーン基本契約を締結している

他、カーコンビニ倶楽部店舗（軽板金・軽塗装）の営業業務につきましてフランチャイジーとしてカーコンビニ倶楽

部フランチャイズ加入契約を締結しております。また、卸業務におきましては「ムラキ株式会社」との業務提携を行

いました。その契約の内容につきましては、次のとおりであります。 

(1）モンテカルロフランチャイズ契約 

(2）その他の事業契約 

モンテカルロフランチ
ャイズチェーン契約内
容 

当社はフランチャイジーに対し、基本理念であります「善の経営」に沿った店舗運営を
行うことを承認し、その経営に関する経営指導、技術指導を行うこととしております。
また、フランチャイジーに対し、当社が定めた商号、商標、マーク等を使用することを
許可しており、店舗設備や環境等、同一の企業イメージで事業を行う権利を与えており
ます。 

ロイヤリティー 
フランチャイジーは毎月の総売上高に対し、一定の料率に相当する金額を支払うものと
しております。 

仕入及び販売 
フランチャイジーの仕入は当社が代わって一括して行い、商品は当社の利潤を付加した
価格でフランチャイジーに提供、一般消費者へ販売しております。 

契約期間 
締結日以降最初に到来する月の１日から満５年間としております。ただし、期間満了６
か月前までに両当事者の一方または双方より書面による解約の申し入れがないときは、
さらに５年間自動的に延長されるものとしております。 

カーコンビニ倶楽部株
式会社との契約 

自動車の軽板金・軽塗装等の補修サービス業を営む「カーコンビニ倶楽部」をチェーン
展開するフランチャイザー「カーコンビニ倶楽部株式会社」とフランチャイズ契約を行
っております。 

藏之助フランチャイズ
チェーン契約内容 

当社はフランチャイジーに対し、基本理念であります「善の経営」に沿った店舗運営を
行うことを承認し、その経営に関する経営指導、技術指導を行うこととしております。
また、フランチャイジーに対し、当社が定めた商号、商標、マーク等を使用することを
許可しており、店舗設備や環境等、同一の企業イメージで事業を行う権利を与えており
ます。 

ムラキ株式会社との契
約 

ムラキ株式会社との商品共同仕入れ及び物流システム共有化や、ムラキ株式会社の企
画・運営するインターネット販売システムへの商品企画・販売及び同システムでの自動
車販売及び買取事業への参加等を行うものであります。 



６【研究開発活動】 

 当社グループは、多様化している消費者に満足していただけるアルミホイールの開発に努め、より高品質でありな

がらリーズナブルな価格で提供できるように、販売店舗と直結した担当者が開発を行っております。 

 アルミホイール業界では、アジア諸国からの輸入品を中心とした製造コストの安い商品の流通が増えており、市場

価格は、下落傾向にありますが消費量は増加傾向にあります。 

 当社グループといたしましては、台湾系の会社の中国工場で生産された製品を輸入しておりましたが、直接中国の

会社で生産されたアルミホイールの調達が可能となり、一層の製造コストの削減ができました。これからも、中国の

生産工場との連携をより一層強化する計画であります。価格競争力のあるアルミホイールを販売することにより輸入

量の増加を図りさらなるコストダウンを目指しております。 

 当連結会計年度の研究開発費は9,328千円であります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

１ 財政状態の分析 

（資産の部） 

 当連結会計年度においては、「戦略的経営革新」に基づく子会社の吸収合併及び子会社への吸収分割の実施等、

財務体質の健全化を積極的に進めてまいりました結果、資産合計は前連結会計年度比１億90百万円増加の79億79百

万円となりました。 

 流動資産は、前連結会計年度比２億41百万円増加の37億47百万円となりました。たな卸資産が前連結会計年度に

比べ２億93百万円増加したことが主な要因です。 

 有形固定資産は、前連結会計年度比40百万円減少の24億86百万円となりました。82百万円の減価償却費を計上し

たこと等によるものです。 

 投資その他の資産は、前連結会計年度比11百万円減少の17億27百万円となりました。役員保険の解約により保険

積立金が34百万円減少したことが主な要因です。 

（負債の部） 

 負債の部においては、前連結会計年度比８億33百万円減少の73億14百万円となりました。借入金が８億14百万円

減少したことが主な要因です。 

（資本の部） 

 第三者割当による優先株式発行により、資本金及び資本剰余金が10億円増加したため、純資産の部においては、

前連結会計年度比10億23百万円増加の６億65百万円となりました。 



２ 経営成績の分析 

（売上高） 

 売上高は前連結会計年度に比べ4.6％減収の119億53百万円となりました。小売事業におきましては、ＭＣ会員の

獲得推進によるお客様の囲い込みに努めるとともに、ピット関連の営業活動に注力した結果、オイル交換等のメン

テナンス部門、工賃収入や、独自の販売スキームを構築したETCは好調に推移しました。反面、高額商品のナビゲ

ーションの伸び悩みや、記録的な暖冬の影響によるスタッドレスタイヤ・チェーン・ホイール等の販売不振によ

り、小売事業全体としては、売上高は前年実績を下回りました。これにより前連結会計年度に比べ5.7％減収の81

億78百万円となりました。 

 卸売事業におきましては、収益性重視の販路政策変更により前連結会計年度に比べ1.0％減収の27億60百万円と

なりましたが、取引先の販売促進支援等の提案営業の強化や新たな販売チャネルの開拓に取り組んでまいりまし

た。 

 フランチャイズ事業におきましては、冬季商品の販売不振により、伸び悩み前連結会計年度に比べ5.7％減収の7

億18百万円となりました 

 その他の事業におきましては、軽板金・軽塗装業のカーコンビニ倶楽部、車検・整備業の光速王など、収益性の

高いサービス部門の強化等積極的に取り組みましたが、前連結会計年度に比べ3.7％減収の2億96百万円となりまし

た。 

（売上原価、販売費及び一般管理費） 

 売上原価は売上高の減少に伴い前連結会計年度86億18百万円から80億72百万円となりました。 

 販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ2.5％減少の36億87百万円となりました。これは、「戦略的経営

革新」実行にともなう支払手数料52百万円を計上したものの、経費節減に積極的に取り組んだことによるもので、

前連結会計年度に比べ94百万円減少しております。 

（特別損失） 

 特別損失は前連結会計年度の10億42百万円に対し９億40百万円減少し１億２百万円となりました。これは当連結

会計年度に役員退職慰労金57百万円を計上したものの、前連結会計年度において10億20百万円を計上した減損損失

が当連結会計年度では６百万円にとどまっていることによるものであります。 

（当期純利益） 

 当期純利益は前連結会計年度の△10億12百万円に対し10億43百万円改善し31百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループは、ピット作業の効率化のため当連結会計年度において、20,390千円の設備投資を行いました。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 平成19年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
（所在地） 

事業内容 
設備の内
容 

帳簿価額 

従業員 
（人） 

土地 建物及び
構築物 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

金額(千円) 面積（㎡）

吉島店 
(広島市中区) 
他広島西地区６店舗 

小売事業
等 

販売設備 － 
(15,106.7)
15,106.7 

107,871 27,528 135,400 
59 
[18] 

蔵王店 
(広島県福山市) 
他広島東地区６店舗 

小売事業 販売設備 － 
(10,919.3)
10,919.3 

55,218 11,532 66,750 
43 
[11] 

青江店 
(岡山県岡山市) 
他岡山地区４店舗 

小売事業 販売設備 － 
(9,123.7)
9,123.7 

12,591 9,010 21,602 
25 
[13] 

名古屋西店 
(名古屋市西区) 
他東海地区９店舗 

小売事業
等 

販売設備 － 
(24,602.7)
24,602.7 

174,137 25,446 199,583 
76 
[20] 

磐田店 
(静岡県磐田市) 
他静岡地区５店舗 

小売事業
等 

販売設備 51,814 
(13,211.8)
13,943.8 

61,081 7,614 120,511 
76 
[20] 

本社 
(広島市西区) 

卸売事業 
管理部門 
等 

販売設備
等 

－ 
(3,392.2)
3,392.2 

－ 16,461 16,461 
48 
[3] 



(2）連結子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は機械装置及び運搬具並びに工具器具備品であります。 

２．面積の（ ）内は、内書で賃借中のものであります。 

３．現在休止中の主要な設備はありません。 

４．主要な賃借及びリース契約による設備として以下のものがあります。 

５．従業員の［ ］は、臨時従業員の当連結会計年度末の人員を外数で記載しております。 

６．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、需要予測、投資効率等を総合的に勘案して計画しております。設備計画は原

則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、提出会社を中心に調整を図っております。 

(1）設備の新設 

 重要な設備の新設の計画はありません。 

(2）設備の除却等 

 経常的な設備更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業内容 
設備の内
容 

帳簿価額 

従業員 
（人） 

土地 建物及び
構築物 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

金額(千円) 面積（㎡）

㈱ディスモンド 
(広島市西区) 

不動産管
理等 

販売設備 1,424,489 8,628.0 481,985 4,782 1,911,257 － 

会社名 事業内容 設備の内容 年間賃借及びリース料(千円) 内容 

提出会社 

小売事業 

卸売事業 

その他の事業 

販売 689,642 賃借 

設備 68,344 リース 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注１） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの優先株式の普通株

式への転換による増減は含まれておりません。 

（注２） 第１回Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。 

（１）優先配当金 

①優先配当金の計算 

 当社は、剰余金の配当（配当財産の種類を問わない。）を行うときは、当該配当の基準日の最終の株主

名簿に記載又は記録された第１回Ａ種優先株式を有する株主（以下「本優先株主」という。）又は第１回

Ａ種優先株式の登録株式質権者（以下「本優先株質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記

載又は記録された当社第１回Ｂ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又は当社第１

回Ｂ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先株質権者」という。）及び、当社の普通株式（以下

「普通株式」という。）を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以

下「普通株質権者」という。）に先立ち、第１回Ａ種優先株式１株につき、第１回Ａ種優先株式の払込金

額（金1,000円）に対し、年率７％の優先配当年率に基づき、当該基準日が属する事業年度の初日（同日を

含む。ただし、平成18年４月１日から開始する事業年度においては、払込期日である平成18年７月31日）

から当該配当の基準日（同日を含む。）までの期間につき日割り計算により算出される額（以下「第１回

Ａ種優先株式配当金」という。）の配当（以下「第１回Ａ種優先配当」 という。）をする。ただし、すで

に当該事業年度に属する日を基準日とする第１回Ａ種優先配当をしたときは、かかる第１回Ａ種優先配当

の累積額を控除した額とする。 

②累積条項 

 ある事業年度において本優先株主又は本優先株質権者に対して支払う配当の額が、第１回Ａ種優先株式

１株につき、第１回Ａ種優先株式の払込金額（金1,000円）に対し年率７％の優先配当年率を乗じて得られ

る額に達しない場合には、その不足額（「第１回Ａ種優先株式未払配当金」という。）は翌事業年度以

降、年７％の利率で複利計算により累積するものとし、累積した第１回Ａ種優先株式未払配当金（以下

「累積第１回Ａ種優先株式未払配当金」という。）は、第１回Ａ種優先株式配当金及び第１回Ｂ種優先株

式配当金並びに普通株主又は普通株質権者に対する配当に先立って支払われるものとする。 

③非参加条項 

本優先株主又は本優先株質権者に対しては、第１回Ａ種優先株式配当金を超えて配当は行わない。  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 10,000,000 

第１回Ａ種優先株式 600,000 

第１回Ｂ種優先株式 40,000 

計 10,640,000 

種類 

事業年度末現在発行数
（株） 
（平成19年３月31日） 

  

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年６月29日） 
（注１） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,506,974 4,583,837 ジャスタック証券取引所 － 

第１回Ａ種優先株式 600,000 600,000 － （注２） 

第１回Ｂ種優先株式 37,500 36,500 － （注３） 

計 5,144,474 5,220,337 － － 



（２）残余財産の分配 

 当社は、残余財産を分配するときは、本優先株主又は本優先株質権者に対して、Ｂ種優先株主、Ｂ種優

先株質権者、普通株主又は普通株質権者に先立ち、第１回Ａ種優先株式１株につき1,000円（ただし、第１

回Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、

当社取締役会により合理的に調整された額とする。）を支払う。本優先株主又は本優先株質権者に対して

は、前記のほか、残余財産の分配は行わない。  

（３）議決権  

第１回Ａ種優先株式株主は、当社普通株主総会における議決権を有しない。 

（４）買受け 

 当社は、本優先株主との合意があるときは、日本の法令に従い、いつでも第１回Ａ種優先株式の一部又

は全部を買い受け、これを消却することができる。 

（５）株式の併合又は分割新株引受権等  

 当社は、法令に定める場合を除き、第１回Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割を行わない。当

社は、本優先株主に対しては、本優先株主の地位に基づいて新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約

権付社債の引受権を与えない。  

（６）対価を金銭とする取得条項  

 当社は、以下の条件で、第１回Ａ種優先株式を取得することができるものとし、これと引換えに、本優

先株主に、以下に定める金額を支払うものとする。  

①当社が第1回Ａ種優先株式を取得するための条件  

当社が別に定める日が到来すること。  

②取得する株式の決定方法  

 当社は、当社が別に定める日が到来した場合、本件株式の全部又は一部を取得することとする。この場

合に取得する株式の決定は、当社の取締役会決議により行う。  

③第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに当該株主に交付する財産の内容及び額  

 第１回Ａ種優先株式１株につき、金1,000円に１株あたり累積第１回Ａ種優先株式未払配当金（以下に定

義する。）を加えた額とする。「１株あたり累積第１回Ａ種優先株式未払配当金」とは、取得の条件とし

て当社が別に定める日を支払日として日割り計算（初日及び支払日を含む。）により算出した第１回Ａ種

優先株式累積未払配当金を、当社が取得する本件株式の数で除して得られる金額をいう。  

（７）対価を金銭とする取得請求権 

 本優先株主は、当社に対し、以下の条件で、第１回Ａ種優先株式を取得することを請求することができ

るものとし、当社は、本優先株主が取得の請求をした第１回Ａ種優先株式を取得するのと引換えに、以下

に定める金額を支払うものとする。  

①取得請求をすることができる期間  

 取得請求をすることができる期間は、平成21年４月１日より平成28年３月31日までとする。  

②第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに当該株主に交付する財産の内容及び額 

 第１回Ａ種優先株式1株につき、金1,000円に１株あたり累積第１回Ａ種優先株式未払配当金を加えた額

とする。  

（８）対価を株式とする取得請求権  

 本優先株主は、当社に対し、以下の条件で、第１回Ａ種優先株式を取得することを請求することができ

るものとし、当社は、本優先株主が取得の請求をした第１回Ａ種優先株式を取得するのと引換えに、以下

に定めるところに従って算出される数の当社の普通株式を、当該本優先株主に対して交付するものとする

（当該取得請求により本優先株主が当社の普通株式を取得することを、以下「転換」という。）。  

①取得請求をすることができる期間  

 取得請求をすることができる期間は、平成21年４月１日より平成28年３月31日までとする。ただし、第

１回Ｂ種優先株式のすべてが当社に取得されるまでは、本優先株主が取得請求をすることができる第１回

Ａ種優先株式の数は、累計で300,000株を上限とする。  



②取得請求の条件  

イ．転換価額  

 当社が第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに本優先株主に交付する普通株式の数を算出

するための基準となる価額（以下、「転換価額」という。）は、①平成18年７月31日に先立つ45取引

日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社

の普通株式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値または②平成18年7月31日に先立つ6取引日目

に始まる５取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普

通株式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（ただし、当該平均値が平成18年６月９日の株式

会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の終値の150％に相当する価額を上回った場合

は、当該終値の150％に相当する価額）のいずれか高い価額（円位未満小数第２位まで算出し、小数第

２位を切り捨てる。）とする。  

ロ．転換価額の修正  

転換価額の修正は行わない。  

ハ．転換価額の調整  

ａ．当社は、第１回Ａ種優先株式の発行後、下記ｂに掲げる各事由により当社の普通株式に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）

により転換価額を調整する。 

ｂ．転換価額調整式により第１回Ａ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額

の適用時期については、次に定めるところによる。 

ｉ 下記ｅに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の

有する普通株式を処分する場合（ただし、当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証

券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の転換又は行使による場合を除く。） 

  調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための株主割当日がある場合はその日

の翌日以降これを適用する。  

ii 株式分割により普通株式を発行する場合 

  調整後の転換価額は、株式分割のために増加する普通株式数をもって新規発行・処分普通株式

数とした上で転換価額式を準用して調整を行うものとし、株式分割に係る基準日の翌日以降これを

適用する。  

iii 下記ｅに定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる

証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合

調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転

換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用

する。ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。  

ｃ．当社は、上記ｂの転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、必要な転換価

額の調整を行う。 

ｉ 株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、又は合併のために転換価額の調整を必要とする

とき。  

ii その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必

要とするとき。  

iii  転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。  

ｄ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。  

ｅ．転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の毎

日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。  

ｆ．この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。  

 調整後転換価額 ＝  調整前転換価額  ×  
既発行普通株式数  ＋ 

新規発行・処分普通

株式数  
×  

１株当たり払込・処

分金額  

 １株当たり時価 

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数  



ｇ．転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日が

ない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の応当日（応当日がない場合には、その直前

日）における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社の普通株式数を控除し

た数とする。  

ｈ．転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わないこととする。ただし、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し

転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの

差額を差引いた額を使用するものとする。  

（９）転換により発行すべき普通株式数  

第１回Ａ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。  

転換により発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切捨てる。  

（10）対価を当社普通株式とする取得条項  

 当社は、平成28年３月31日（以下「強制転換日」という。）以降いつでも、対価を普通株式として、

（８）に定める取得請求をすることができる期間中に取得請求がされなかった第１回Ａ種優先株式のすべ

てを取得することができる（当該取得条項により本優先株主が当社の普通株式を取得することを、以下

「強制転換」という。）。この場合、当社が第１回Ａ種優先株式１株を取得するのと引換えに本優先株主

に対して交付する普通株式の数は、1,000円を①転換価額または②強制転換日に先立つ45取引日目に始まる

30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の毎日

の終値（気配表示を含む。）の平均値（ただし、当該平均値が転換価額の30％に相当する価額を下回った

場合は、転換価額の30％に相当する価額）のいずれか低い価額（円位未満小数第２位まで算出し、小数第

２位を切り捨てる。以下「強制転換価額」という。）で除して得られる数とする。前記の普通株式数の算

出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。  

（11）読替え等の措置  

 当社が、１単元の株式の数の定めを廃止する場合及び会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読

み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置を講じる。 

（注３） 第１回Ｂ種優先株式の内容は、次のとおりであります。  

（１）優先配当金  

①優先配当金の計算  

 当社は、剰余金の配当（配当財源の種類を問わない。）を行うときは、当該配当の基準日の最終の株主

名簿に記載又は記録された第１回Ｂ種優先株式を有する株主（以下「本優先株主」という。）又は第１回

Ｂ種優先株式の登録株式質権者（以下「本優先株質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記

載又は記録された当社第１回Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又は当社第１

回Ａ種優先株式の登録株式質権者（以下「優先Ａ株質権者」という。）に対する配当の後に、同日の最終

の株主名簿に記載又は記録された当社の普通株式（以下「普通株式」という。）を有する株主（以下「普

通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通株質権者」という。）に先立ち、第１回

Ｂ種優先株式１株につき、第１回Ｂ種優先株式の払込金額（金10,000円）に対し、下記の配当年率（以下

「第１回Ｂ種優先株式配当年率」という。）に基づき、当該基準日が属する事業年度の初日（同日を含

む。ただし、平成18年４月１日から開始する事業年度においては、払込期日である平成18年７月31日）か

ら当該配当の基準日（同日を含む。）までの期間につき日割り計算により算出される額（以下「第１回Ｂ

種優先株式配当金」という。）の配当（以下「第１回Ｂ種優先配当」という。）をする。ただし、すでに

当該事業年度に属する日を基準日とする第１回Ｂ種優先配当をしたときは、かかる第１回Ｂ種優先配当の

累積額を控除した額とする。第１回Ｂ種優先株式配当年率は、平成18年７月31日（払込期日）以降、次回

の年率修正日（以下に定義する。）の前日までの各事業年度について、下記算式により計算される年率と

する。  

第１回Ｂ種優先株式配当年率＝ユーロ円LIBOR（１年物）＋1.00％  

転換により発行すべき

普通株式数 
＝  

第１回Ａ種優先株式株主が転換請求のために提出した 

第１回Ａ種優先株式の発行価額総額  

転換価額  



 第１回Ｂ種優先株式配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。「年

率修正日」は、平成19年４月１日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営業日を年

率修正日とする。「ユーロ円LIBOR（１年物）」は、平成19年３月31日までは平成18年７月31日において、

平成19年４月１日以降は各年率修正日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）において、ロンドン時間午

前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円

LIBOR１年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又はこれに準ずるもの

と認められるものを指す。 

②累積条項  

 ある事業年度において本優先株主又は本優先株質権者に対して支払う配当の額が第１回Ｂ種優先株式配

当金に達しない場合には、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。  

③非参加条項 

 本優先株主又は本優先株質権者に対しては、第１回Ｂ種優先株式配当金を超えて配当は行わない。  

（２）残余財産の分配  

 当社は、残余財産を分配するときは、本優先株主又は本優先株質権者に対して、Ａ種優先株主又は優先

Ａ株質権者に対する分配の後に、普通株主又は普通株質権者と同列で、第１回Ｂ種優先株式１株につき

10,000円（ただし、第１回Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事

由が発生した場合には、当社取締役会により合理的に調整された額とする。）を支払う。本優先株主又は

本優先株質権者に対して前記のほか、残余財産の分配は行わない。  

（３）議決権  

 本優先株主は、当社普通株主総会における議決権を有しない。  

（４）株式の併合又は分割、新株引受権等  

 当社は、法令に定める場合を除き、第１回Ｂ種優先株式について、株式の併合又は分割を行わない。当

社は、第１回Ｂ種優先株式株主に対しては、第１回Ｂ種優先株式株主の地位に基づいて新株引受権又は新

株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。  

（５）対価を金銭とする請求権  

 本優先株主は、平成23年４月１日以降、第１回Ａ種優先株式がすべて当社により取得されていることを

条件として、前事業年度における分配可能額の２分の１に相当する金額の範囲内において、当社に対し、

いつでも、第１回Ｂ種優先株式の全部又は一部を、１株につき、金10,000円に１株あたり未払経過配当金

（以下に定義する。）を加算した額を対価として、取得するよう請求することができる。「１株あたり未

払経過配当金」とは、取得請求の日の前日における第１回Ｂ種優先株式の発行済総数に10,000円を乗じて

得られた額に、第１回Ｂ種優先株式配当年率を乗じて算出した額（取得請求の日の属する事業年度の４月

１日を始期とし、取得請求の日を終期として、日割り計算で算出するものとする。）を、発行会社が取得

する第１回Ｂ種優先株式の数で除して得られる金額をいう。  

（６）買受け  

 当社は、本優先株主との合意があるときは、日本の法令に従い、いつでも第１回Ｂ種優先株式の全部又

は一部を買受け、これを消却することができる。  

（７）対価を株式とする取得請求権  

 本優先株主は、当社に対し、以下の条件で、第１回Ｂ種優先株式を取得することを請求することができ

るものとし、当社は、本優先株主が取得の請求をした第１回Ｂ種優先株式を取得するのと引換えに、以下

に定めるところに従って算出される数の当社の普通株式を、当該本優先株主に対して交付するものとする

（当該取得請求により本優先株主が当社の普通株式を取得することを、以下「転換」という。）。  

①取得請求をすることができる期間  

取得請求をすることができる期間は、平成18年7月31日以降とする。  

②取得請求の条件 

イ．当初転換価額  

 当社が第１回Ｂ種優先株式１株を取得するのと引換えに本優先株主に交付する普通株式の数を算出

するための基準となる価額（以下、「転換価額」という。）は、当初、平成18年７月28日における株

式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「当初転換価額」と

いう。）とする。  



ロ．転換価額の修正  

 平成18年７月31日以降、毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価額

は、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、売買高加重平均価格の算出されない日は

除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時

価算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日

の売買高加重平均価格の平均値の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を切り捨てる。以下「修正後転換価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、本

号ハで定める転換価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額は、本要項に従い当社が適当と

判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額が当初転換価額の30％に相当

する金額（以下「下限転換価額」という。ただし、本号ハによる調整を受ける。）を下回る場合に

は、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の150％に相当する金額（以

下「上限転換価額」という。ただし、本号ハによる調整を受ける。）を上回る場合には、修正後転換

価額は上限転換価額とする。 

ハ．転換価額の調整  

ａ．当社は、第１回Ｂ種優先株式の発行後、下記ｂに掲げる各事由により当社の普通株式に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）

により転換価額を調整する。  

ｂ．転換価額調整式により第１回Ｂ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額

の適用時期については、次に定めるところによる。 

i 下記ｅに定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の

有する普通株式を処分する場合（ただし、当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる証

券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の転換又は行使による場合を除く。）調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また募集のため

の株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。  

ii 株式分割により普通株式を発行する場合 

  調整後の転換価額は、株式分割のために増加する普通株式数をもって新規発行・処分普通株式

数とした上で転換価額式を準用して調整を行うものとし、株式分割に係る基準日の翌日以降これを

適用する。  

iii 下記ｅに定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる

証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合

調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転

換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適用

する。ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。  

ｃ．当社は、上記ｂの転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、必要な転換価

額の調整を行う。  

i 株式の併合、資本の減少、新設分割、吸収分割、又は合併のために転換価額の調整を必要とする

とき。  

ii その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必

要とするとき。  

iii 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。  

ｄ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。  

ｅ．転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の毎

日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。  

ｆ．この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。  

 調整後転換価額 ＝  調整前転換価額  ×  
既発行普通株式数  ＋ 

新規発行・処分普通

株式数  
×  

１株当たり払込・処

分金額  

 １株当たり時価 

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数  



ｇ．転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日が

ない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の応当日（応当日がない場合には、その直前

日）における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社の普通株式数を控除し

た数とする。  

ｈ．転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わないこととする。ただし、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し

転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの

差額を差引いた額を使用するものとする。  

（８）転換により発行すべき普通株式数 

第１回Ｂ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。  

転換により発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

（９）読替え等の措置  

 当社が、１単元の株式の数の定めを廃止する場合及び会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読

み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置を講じる。  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

転換により発行すべき

普通株式数 
＝  

第１回Ｂ種優先株式株主が転換請求のために提出した 

第１回Ｂ種優先株式の発行価額総額  

転換価額  



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

２．第三者割当 

発行価格     134円 

資本組入額    67円 

３．第三者割当 

発行価格  第１回Ａ種優先株式 1,000円 

発行株式数  600,000株 

資本組入額 300,000千円 

割当先 有限会社ひろしま事業支援ファンド 

発行価格  第１回Ｂ種優先株式 10,000円 

発行株式数   40,000株 

資本組入額 200,000千円 

割当先 トゥモロウ－ＯＮＥ投資事業有限責任組合 

４．第１回Ｂ種優先株式の普通株式への転換により、第１回Ｂ種優先株式が2,500株減少しましたが、普通株式

が168,073株増加しました。これに伴う資本金及び資本準備金の増加はありません。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式1,603株は、「個人その他」に１単元、「単元未満株式」に603株含まれております。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、３単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年６月27日 

（注）１ 
－ 3,218,901 － 694,999 △382,142 280,106 

平成15年６月５日  

（注）２  
1,120,000 4,338,901 75,040 770,039 75,040 355,146 

平成16年６月29日 

（注）１ 
－ 4,338,901 － 770,039 △140,000 215,146 

平成18年７月31日 

（注）３ 
640,000 4,978,901 500,000 1,270,039 500,000 715,146 

平成18年７月31日～

平成19年３月31日 

（注）４ 

165,573 5,144,474 － 1,270,039 － 715,146 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 10 11 35 1 － 604 661 － 

所有株式数（単元） － 374 68 742 20 － 3,298 4,502 4,974 

所有株式数の割合

（％） 
－ 8.30 1.51 16.46 0.44 － 73.29 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

 ① 普通株式  

② 第１回Ａ種優先株式  

③ 第１回Ｂ種優先株式  

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

森田 浩一 広島市中区 1,406 31.20 

有限会社ケー・アンド・ワイ 広島市中区中島町10－22－1001 290 6.43 

モンテカルロ従業員持株会 広島市西区商工センター４丁目８－１ 203 4.50 

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町１丁目３－８ 190 4.21 

森田 映一 広島市佐伯区 104 2.31 

福留ハム株式会社 広島市西区草津港２丁目６－75 80 1.77 

株式会社もみじ銀行 広島市中区胡町１－24 76 1.68 

株式会社あじかん 広島市西区商工センター７丁目３－９ 74 1.64 

株式会社ユアーズブレーン 広島市中区大手町５－２－22 74 1.64 

モンテカルロ共栄持株会 広島市西区商工センター４丁目８－１ 64 1.42 

計 ────── 2,561 56.84 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社ひろしま事業支援フ

ァンド 
東京都港区赤坂１丁目11－44 600 100.0 

計 ────── 600 100.0 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トゥモロウーＯＮＥ投資事業

有限責任組合 
広島市中区紙屋町１丁目２－22 36 97.33 

大和證券エスエムビーシー株

式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目８－１ 1 2.67 

計 ────── 37 100.0 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数（３個）は含まれておりません。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 優先株式  637,500 － 

「１（1）②発行済株

式」の「内容」の記載を

参照 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

 普通株式     1,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,501,000 4,498 － 

単元未満株式 普通株式   4,974 － － 

発行済株式総数 4,506,974 － － 

総株主の議決権 － 4,498 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社モンテカ

ルロ 

広島市西区商工セ

ンター４－８－１ 
1,000 －  1,000 0.0 

計 － 1,000 －  1,000 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。  

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を最重要課題とし、業界動向および当社の業績などを総合的に勘案のうえ、株主へ

の利益還元を積極的に行うことを基本方針としております。当期の業績は不本意ながら業績等の概要に記載したとお

りとなりました。配当金につきましては、無配とさせていただいております。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 1,073 184,546 

当期間における取得自己株式 1,073 184,546 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 1,603 － 1,603 － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第31期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 285 225 
185 

※251 
530 306 

最低（円） 120 125 
133 

※125 
150 149 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月  平成19年２月 平成19年３月 

最高（円） 200 181 175 177 167 160 

最低（円） 165 152 149 154 153 150 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 

社長 
  森田 映一 昭和24年１月16日生

昭和43年４月 宇部興産飲料株式会社入社 

昭和46年10月 淀商建設株式会社入社 

昭和47年４月 有限会社モリタオートサロン入社 

昭和50年４月 当社設立 

  専務取締役商品部長に就任 

平成８年７月 株式会社ディスモンド取締役に就任 

平成11年５月 株式会社野田取締役に就任 

平成12年10月 専務取締役営業統括本部担当に就任 

平成13年２月 株式会社エイテック取締役に就任 

平成14年８月 専務取締役管理本部長に就任 

平成15年７月 専務取締役第二営業本部長に就任 

平成18年４月 専務取締役に就任 

平成18年５月 株式会社ナップチェーン取締役に就

任 

平成18年６月 当社代表取締役社長に就任（現任） 

平成18年６月 株式会社野田代表取締役社長に就任 

平成18年６月 株式会社エイテック代表取締役社長

に就任（現任） 

平成18年６月 株式会社ディスモンド代表取締役社

長に就任（現任） 

平成18年６月 株式会社ナップチェーン代表取締役

社長に就任（現任） 

(注)３  104 

取締役 

統括本部長

兼営業本部

長兼営業本

部営業推進

部長 

小林 修 昭和40年４月16日生

平成元年４月 日興證券株式会社入社 

平成２年11月 ＩＮＧ銀行入行 

平成８年４月 ナショナル・ウエストミンスター銀

行入行 

平成９年４月 プラウドフットジャパン株式会社入

社 

平成17年４月 有限会社ターンアラウンド・ブレイ

ン入社取締役に就任（現任） 

平成18年６月 当社取締役に就任 

平成19年４月 取締役統括本部長兼営業本部長兼営

業本部営業推進部長に就任（現任） 

(注)３  － 

取締役 
経営管理 

本部長 
岡野 明 昭和21年７月20日生

昭和44年４月 株式会社広島銀行入行 

昭和46年12月 米田物産株式会社入社 

昭和59年４月 株式会社東邦実業入社 

昭和62年１月 当社入社 

平成３年６月 取締役店舗運営部長に就任 

平成８年３月 株式会社ディスモンド取締役に就任

（現任） 

平成10年６月 常務取締役社長室長兼商品部長に就

任 

平成11年５月 株式会社野田取締役に就任 

平成12年10月 常務取締役経営企画本部担当に就任 

平成13年２月 株式会社エイテック取締役に就任

（現任） 

平成13年11月 常務取締役経営企画本部兼管理本部

担当に就任 

平成14年４月 常務取締役経営企画本部担当に就任 

平成14年８月 常務取締役経営企画本部長兼第二営

業部及び商品部担当に就任 

平成15年７月 常務取締役経営管理本部長に就任 

平成18年５月 株式会社ナップチェーン取締役に就

任（現任） 

平成18年６月 取締役経営管理本部長に就任（現

任） 

(注)３  ４ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 
経営企画室

長 
西田 啓一 昭和30年１月１日生

昭和52年４月 大和證券株式会社入社 

昭和62年11月 キダー・ピーボディー証券株式会社

入社 

平成３年４月 当社入社 

平成11年４月 商品部長に就任 

平成14年11月 執行役員社長室長に就任 

平成16年４月 執行役員商品部長に就任 

平成17年５月 執行役員第一営業本部長兼経営企画

室長に就任 

平成18年４月 営業本部長兼経営企画室長に就任 

平成18年６月 取締役営業本部長兼経営企画室長に

就任 

平成18年６月 株式会社野田取締役に就任 

平成18年６月 株式会社ディスモンド取締役に就任

（現任） 

平成18年６月 株式会社エイテック取締役に就任

（現任） 

平成18年６月 株式会社ナップチェーン取締役に就

任（現任） 

平成19年４月 取締役経営企画室長に就任（現任） 

(注)３  － 

取締役 

経営管理本

部 

部長 

高橋 祐司 昭和34年２月９日生

昭和56年４月 株式会社広島銀行入行 

平成14年６月 同行本店営業部担当副部長 

平成16年４月 同行融資第二部付出向（取締役待

遇） 

平成18年５月 当社入社 

平成18年６月 取締役経営管理本部部長に就任（現

任） 

(注)３  － 

取締役  田中 敏明 昭和28年９月26日生

昭和51年４月 株式会社日本長期信用銀行入行 

平成15年１月 株式会社リサ・パートナーズ入社 

平成15年10月 同社常務取締役に就任 

平成17年４月 やしお債権回収株式会社代表取締役

会長に就任 

平成17年５月 株式会社えひめ・リバイタル・マネ

ジメント代表取締役に就任（現任） 

平成18年６月 株式会社リサ・パートナーズ専務取

締役に就任（現任） 

平成18年６月 当社取締役に就任（現任） 

(注)３  － 

 



 （注）１．取締役田中敏明は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成18年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４．平成19年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役 

（常勤） 
  宮田 順正 昭和13年７月30日生

昭和32年４月 広島国税局採用 

平成７年７月 広島国税不服審判所部長審判官  

平成８年７月 広島国税局徴収部長 

平成９年８月 税理士登録開業 

平成12年６月 当社監査役に就任 

平成13年６月 株式会社ディスモンド監査役に就任

（現任） 

平成15年６月 当社常勤監査役に就任（現任） 

平成17年６月 株式会社野田監査役に就任 

平成17年６月 株式会社エイテック監査役に就任

（現任） 

平成18年５月 株式会社ナップチェーン監査役に就

任（現任） 

(注)４  － 

監査役   橋口 満 昭和16年１月31日生

昭和34年４月 広島国税局採用 

平成５年７月 廿日市税務署長 

平成10年７月 岡山東税務署長 

平成11年７月 広島国税局課税第一部長 

平成12年８月 税理士登録開業 

平成15年６月 当社監査役に就任（現任） 

(注)４  － 

監査役   矢田貝 勝 昭和16年11月３日生

昭和36年４月 広島国税局採用 

平成９年７月 柳井税務署長 

平成11年７月 岩国税務署長 

平成12年８月 税理士登録開業 

平成15年６月 当社監査役に就任（現任） 

(注)４  － 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスの重要性については、当社といたしましても充分に認識しており、経営の透明性・公正

性・迅速な意思決定の維持・向上に努めるべく諸施策に取り組んでおります。 

１．取締役会の運営について 

 当社は取締役会を月１回以上開催し、取締役会規程をもとに経営ならびに業務執行に関する決定・報告を行って

おります。また、重要案件について検証し、業務執行の迅速化を図るため、社長、取締役を中心に常時協議を行っ

ております。 

２．監査体制について 

 当社は監査役制度採用会社であり、監査役は取締役会に出席し取締役の業務執行状況に関して十分な監視機能を

果たす体制を整えております。さらに、会計監査人である監査法人トーマツより会計監査を受けており、顧問弁護

士からは状況に応じた法的な助言を受けております。 

３．内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査は社長直属の内部監査室（１名）が担当しております。期初に策定した内部監査基本計画に基づき、業

務全般にわたる内部監査を実施し、説明会の開催と改善命令を行い、速やかに改善状況を報告させて内部監査の実

効性を高めております。 

 監査役監査は常勤監査役（１名）及び非常勤監査役（２名）で実施しております。監査役は取締役会に出席して

いる他、社内の重要会議に参加し、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実施

しております。 

 監査の連携については監査法人による監査計画及び監査結果の報告に対し、内部監査責任者、監査役が出席し意

見交換が行われており、本社、各店舗監査においても、内部監査責任者が同行、同席し問題点の共有を図る等、効

率的かつ効果的な監査の実施に努めております。 

４．会計監査の状況 

 当社の会計監査は、指定社員・業務執行社員として監査法人トーマツの笠原壽太郎、世良敏昭が会計監査を行っ

ております。 

 監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士２

名、会計士補６名で構成されております。 

５．役員報酬及び監査報酬の内容 

①取締役及び監査役に支払った報酬 

社内取締役 ７名      46,060千円 

社外取締役 １名         900千円 

社外監査役 ３名       5,280千円 

(注)１．報酬限度額 取締役：年額 110,000千円 

監査役：年額  10,000千円 

６．監査報酬の内容 

当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬(公認会計士法 

(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務 

に基づく報酬)の金額 

11,000千円 

７．社外取締役及び社外監査役との関係  

 当社の取締役である田中敏明は社外取締役であり、当社との間には、特別な利害関係はありません。なお、社外

取締役が期待される役割を充分に発揮することができるよう、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款

の一部を変更し、責任限定契約を締結することができる旨の規定を新設しており、社外取締役との間で責任限定契

約を締結しております。また、監査役３名は社外監査役であり、当社との間には、特別な利害関係はありません。



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     258,761     370,748  

２．受取手形及び売掛金 ※８   496,585     465,995  

３．加盟店貸勘定 ※１   78,633     64,129  

４．たな卸資産     2,251,344     2,544,751  

５．その他     421,740     302,737  

貸倒引当金     △925     △448  

流動資産合計     3,506,139 45.0   3,747,914 47.0 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物 ※２ 2,302,841     2,316,417    

減価償却累計額  ※７ 1,358,345 944,496   1,411,973 904,444  

(2）機械装置及び運搬具   322,444     329,514    

減価償却累計額  ※７ 261,810 60,633   266,704 62,810  

(3）工具器具備品   565,160     566,983    

減価償却累計額  ※７ 520,164 44,995   524,267 42,715  

(4）土地 ※２   1,476,304     1,476,304  

有形固定資産合計     2,526,430 32.5   2,486,274 31.1 

２．無形固定資産     17,602 0.2   17,767 0.2 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※2,5   188,762     174,002  

(2）長期前払費用     24,658     21,736  

(3）敷金・保証金  ※２   1,449,304     1,491,065  

(4）その他     149,911     123,179  

貸倒引当金     △73,096     △82,217  

投資その他の資産合
計 

    1,739,541 22.3   1,727,766 21.7 

固定資産合計     4,283,574 55.0   4,231,808 53.0 

資産合計     7,789,714 100.0   7,979,723 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金     924,310     901,096  

２．短期借入金 ※２   5,821,160     2,429,010  

３．未払法人税等     12,646     27,175  

４．未払消費税等     64,542     54,639  

５．賞与引当金      32,200     37,348  

６．ポイント引当金     17,174     17,061  

７．その他     178,417     207,945  

流動負債合計     7,050,451 90.5   3,674,276 46.1 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金 ※２   791,270     3,368,916  

２．繰延税金負債     12,610     7,818  

３．退職給付引当金     264,057     222,467  

４．負ののれん     －     3,645  

５．その他     30,132     37,581  

固定負債合計     1,098,071 14.1   3,640,429 45.6 

負債合計     8,148,523 104.6   7,314,706 91.7 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   770,039 9.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金     215,146 2.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金     △1,362,492 △17.5   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    18,604 0.2   － － 

Ⅴ 自己株式 ※６   △106 △0.0   － － 

資本合計     △358,808 △4.6   － － 

負債及び資本合計     7,789,714 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,270,039 15.9 

２．資本剰余金     － －   715,146 9.0 

３．利益剰余金     － －   △1,331,411 △16.7 

４．自己株式     － －   △291 △0.0 

株主資本合計     － －   653,483 8.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   11,533 0.1 

評価・換算差額等合計     － －   11,533 0.1 

純資産合計     － －   665,017 8.3 

負債純資産合計     － －   7,979,723 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     12,528,297 100.0   11,953,437 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,618,889 68.8   8,072,027 67.5 

売上総利益     3,909,408 31.2   3,881,410 32.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   3,781,805 30.2   3,687,773 30.9 

営業利益     127,603 1.0   193,636 1.6 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   10,537     12,716    

２．受取配当金   2,335     1,210    

３．受取手数料   29,867     48,288    

４．受取賃貸料   33,634     22,579    

５．協賛金収入   8,699     7,976    

６．退職給付費用減額差益   －     3,714    

７．その他   8,466 93,538 0.7 31,877 128,363 1.1 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   187,540     159,046    

２．株式交付費    －     3,850    

３．持分法による投資損失   753     －    

４．その他   13,491 201,784 1.5 8,007 170,904 1.4 

経常利益     19,357 0.2   151,095 1.3 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※３ 149     －    

２．投資有価証券売却益   18,491 18,640 0.1 － － － 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※４ 330     96    

２．固定資産除却損 ※５ 4,128     3,281    

３．投資有価証券売却損   －     65    

４．減損損失  ※６ 1,026,806     6,701    

５．役員保険解約損   －     5,035    

６．役員退職慰労金   －     57,554    

７．たな卸商品評価損   9,699     29,485    

８．店舗閉店損失   1,620 1,042,584 8.3 － 102,220 0.9

               
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

税金等調整前当期純利
益(△損失) 

    △1,004,585 △8.0   48,875 0.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  7,360     17,793    

法人税等調整額   212 7,573 0.1 － 17,793 0.1 

当期純利益(△損失)     △1,012,159 △8.1   31,081 0.3 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     215,146 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     215,146 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △350,333 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失   1,012,159 1,012,159

Ⅲ 利益剰余金期末残高     △1,362,492 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 770,039 215,146 △1,362,492 △106 △377,413 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 500,000 500,000 － － 1,000,000 

当期純利益 － － 31,081 － 31,081 

自己株式の取得 － － － △184 △184 

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

500,000 500,000 31,081 △184 1,030,896 

平成19年３月31日 残高（千円） 1,270,039 715,146 △1,331,411 △291 653,483 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 18,604 18,604 △358,808 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 － － 1,000,000 

当期純利益 － － 31,081 

自己株式の取得 － － △184 

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

△7,070 △7,070 △7,070 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△7,070 △7,070 1,023,826 

平成19年３月31日 残高（千円） 11,533 11,533 665,017 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

１．税金等調整前当期純利益（△損失）   △1,004,585 48,875 

２．減価償却費   94,454 85,910 

３．減損損失    1,026,806 6,701 

４．持分法による投資損失    753 － 

５．負ののれん償却費    － △191 

６．固定資産売却益   △149 － 

７．固定資産除売却損   4,459 3,378 

８．投資有価証券売却益    △18,491 － 

９．投資有価証券売却損   － 65 

10．店舗閉店損失   1,620 － 

11．たな卸商品評価損   9,699 29,485 

12．役員保険解約損   － 5,035 

13．役員退職慰労金   － 57,554 

14．貸倒引当金の増減額（減少：△）   47,365 8,644 

15．賞与引当金の増減額（減少：△）   32,200 5,148 

16．ポイント引当金の増減額（減少：△）   2,448 △112 

17．退職給付引当金の増減額（減少：△）   △26,296 △41,590 

18．受取利息及び受取配当金   △12,872 △13,926 

19．支払利息   187,540 159,046 

20．売上債権の増減額（増加：△）   25,477 48,849 

21．たな卸資産の増減額（増加：△）   86,229 △322,892 

22．仕入債務の増減額（減少：△）   △161,738 74,529 

23．未払消費税等の増減額（減少：△）   △2,097 △9,902 

24．その他   △28,201 923 

小計   264,619 145,531 

25．役員退職慰労金の支払額   － △57,554 

26．利息及び配当金の受取額   11,902 12,956 

27．利息の支払額   △191,801 △144,259 

28．法人税等の支払額   △8,155 △7,003 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  76,564 △50,329 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

１．有形固定資産の取得による支出   △42,932 △52,881 

２．有形固定資産の売却による収入   560 233 

３．投資有価証券の売却による収入    43,716 434 

４．営業譲渡による収入   ※２ 12,000 － 

５．連結の範囲の変更に伴う子会社株式の
取得による収入 

※３ － 4,544 

６．貸付金の回収による収入   31,559 180 

７．敷金・保証金の増加による支出   △27,797 △2,952 

８．敷金・保証金の減少による収入   12,359 31,285 

９．出資金返還による収入   － 10 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  29,465 △19,145 

Ⅲ 財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

１．短期借入金の増減額（減少：△）   788,000 △3,412,000 

２．長期借入金の増加による収入   － 3,341,026 

３．長期借入金の返済による支出   △815,228 △743,530 

４．自己株式の取得による支出   － △184 

５．株式の発行による収入   － 996,150 

６．配当金の支払額   △13 － 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  △27,241 181,462 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：
△） 

  78,787 111,987 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   177,973 256,761 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 256,761 368,748 

       



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、高収益企業への転換と第二の成長期へ

の展開に向けて「戦略的経営革新」の実行を決定し、これ

を公表いたしました。その骨子は以下の通りです。 

１．経営効率の改善を図るためグループ各社を機能に応じ

戦略的に再編します。具体的には会社分割により100％

子会社である株式会社ディスモンドへ資産管理機能を集

約し、同時に同じく100％子会社である株式会社野田を

吸収合併しカー用品販売事業における事業運営機能を当

社に集約します。 

２．上記に伴い資産管理の見直しを行ったうえで、適正な

減損損失を計上すること等によりバランスシートを改善

し、財務体質の抜本的な健全化を進めます。 

 ３．優先株式10億円の発行により自己資本の拡充及び財務

基盤の強化を図るとともに攻めの経営に必要な設備投資

等を行ないます。 

 ４．事業価値向上に向けた営業・仕入戦略を遂行します。

 上記諸施策により、経営効率の追求、財務体質の改善及

び攻めの経営への転換を企図しています。 

 当社グループは会社分割に先立ち、固定資産の減損に係

る会計基準に準拠して分割対象資産の回収可能価額を算定

した結果、当連結会計年度において、923,950千円の減損

損失を特別損失として計上したため、1,012,159千円の当

期純損失が計上され、その結果、358,808千円の債務超過

となっております。 

 当該状況により、当社グループには継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

 しかしながら、当連結会計年度における分割対象資産に

係る減損損失は、上記会社分割に伴い発生するものであ

り、今回の「戦略的経営革新」の一環として第三者割当増

資の方式による優先株式の発行10億円を行い、平成18年８

月末には当該債務超過の状況を解消する予定であります。

 当社グループは当連結会計年度より経営改革プロジェク

トを新設し、常駐のコンサルタントのもとで、マネジメン

ト力強化と営業力強化による永続的な収益向上に取り組ん

でおり、その成果は着実に現れています。今回の「戦略的

経営革新」の実行により、この収益力の改善傾向をより鮮

明にし、高収益企業への転換を実現して参ります。また、

分割資産を承継する株式会社ディスモンドについては、固

定資産の減損に係る会計基準に準拠して算定した回収可能

価額まで圧縮された店舗用不動産を承継し、賃貸事業を基

本収益として有利子負債の圧縮を進めて参ります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。 

――――――― 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社は、全て連結しております。 

 当該連結子会社は、株式会社ディスモ

ンド、株式会社野田及び株式会社エイテ

ックの３社であります。 

 子会社は、全て連結しております。 

 当該連結子会社は、株式会社ディスモ

ンド、株式会社エイテック及び株式会社

ナップチェーンの３社であります。 

 なお、前連結会計年度において当社持

分法適用の関連会社でありました株式会

社ナップチェーンにつきましては、当社

が同社株式を追加取得し連結子会社とな

ったため、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。 

 また、前連結会計年度において当社連

結子会社でありました株式会社野田につ

きましては、平成18年８月１日付で株式

会社モンテカルロと合併したため、当連

結会計年度より連結の範囲から除外して

おります。 

２．持分法の適用に関する事項 ① 持分法適用の関連会社数  １社 

 会社名 株式会社ナップチェーン 

① 持分法適用の関連会社はありませ

ん。 

 なお、前連結会計年度において当社持

分法適用の関連会社でありました株式会

社ナップチェーンにつきましては、当社

が同社株式を追加取得し連結子会社とな

ったため、当連結会計年度より持分法適

用から除外しております。 

  ② 持分法を適用していない関連会社１

社（野田汽車百貨股份有限公司）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外し

ております。 

②       同左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項    

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

商品（小売部門） 

売価還元法による原価法 

② たな卸資産 

商品（小売部門） 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  商品（卸売部門） 

月別総平均法による原価法 

商品（卸売部門） 

同左 

  製品・仕掛品・原材料 

月別総平均法による原価法 

製品・仕掛品・原材料 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外については定率法によっ

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物  13～39年 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づいております。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ ポイント引当金 

 販売促進を目的とするポイントカー

ド制度に基づき、顧客に付与したポイ

ントの利用に備えるため、当連結会計

年度末において将来利用されると見込

まれる額を計上しております。  

③ ポイント引当金 

       同左  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異(358,179

千円)については、15年による按分額

を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により損益処理

しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から損益処理す

ることとしております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異(326,973

千円)については、15年による按分額

を費用処理しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により損益処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から損益処理す

ることとしております。 

(4）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理によっております。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式を採用

しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

―――――――   負ののれんは20年間の均等償却を行っ

ております。 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

――――――― 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３か月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前当期純利益は1,026,806千円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき減価償却累計額に含めて表示しておりま

す。 

――――――― 

――――――― （企業結合に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、企業結合に係る会計基準（「企業

結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成15年10月31日））および「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）な

らびに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12

月27日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示に関

する変更は以下のとおりであります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は665,017千

円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 加盟店貸勘定 

 加盟店貸勘定は、フランチャイズ契約に基づき加

盟店との間に発生した営業債権であります。 

※１ 加盟店貸勘定 

同左 

※２ (1）担保提供資産 ※２ (1）担保提供資産 

建物 472,290千円

土地 1,417,979千円

投資有価証券 155,040千円

敷金・保証金（建築協力

金） 

52,976千円

計 2,098,286千円

建物 449,421千円

土地 1,417,979千円

投資有価証券 141,700千円

敷金・保証金（建築協力

金） 

47,813千円

計 2,056,915千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金  2,865,770千円

長期借入金  791,270千円

計 3,657,040千円

短期借入金 521,700千円

長期借入金 2,871,000千円

計 3,392,700千円

 ３ 受取手形割引高 62,264千円  ３ 受取手形割引高 69,037千円

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式4,338,901株で

あります。 

※４        ――――――― 

※５ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

※５ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

投資有価証券 32,209千円 投資有価証券 29,812千円

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式530株で

あります。 

※６        ――――――― 

※７ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。  

※７          同左  

※８       ―――――― ※８ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

受取手形割引高 8,147千円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次

のとおりであります。 

従業員給与  1,390,704千円

賞与引当金繰入額   32,200千円

退職給付引当金繰入額  26,798千円

ポイント引当金繰入額  17,174千円

貸倒引当金繰入額  47,365千円

賃借料 784,859千円

従業員給与 1,340,601千円

賞与引当金繰入額 37,348千円

ポイント引当金繰入額 17,061千円

貸倒引当金繰入額 8,644千円

賃借料 721,205千円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、10,838千円

であります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、9,328千円で

あります。 

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３        ――――――― 

機械装置及び運搬具 149千円  

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

機械装置 330千円

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

機械装置及び運搬具 96千円

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 2,685千円

機械装置及び運搬具 744千円

工具器具備品   698千円

計     4,128千円

建物及び構築物 2,798千円

機械装置及び運搬具 103千円

工具器具備品 379千円

計 3,281千円

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※６ 減損損失 

 当社グループは当連結会計年度において、以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

※６ 減損損失 

同左 

用途 種類 場所 
減損損失 

（千円） 

店舗及び

賃貸物件 

建物  

構築物 

土地 

その他 

 静岡県１店舗 

 愛知県３店舗 

 三重県１店舗 

 兵庫県１店舗 

 広島県１店舗 

1,026,806 

用途 種類 場所 
減損損失 

（千円） 

店舗及び

賃貸物件

建物  

構築物 

その他 

 静岡県１店舗 

 愛知県１店舗 

 広島県賃貸物件 

6,701 

  当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として店舗を基本単位とし、賃貸資産について

は、当該資産単独で資産グルーピングをしておりま

す。 

 また、本社土地建物、福利厚生施設等、特定の事業

との関連が明確でない資産については共用資産として

おります。 

 上記グルーピングに基づき、減損会計の手続きを行

った結果、閉店が予想される店舗、営業活動から生じ

る損益がマイナスである店舗、不動産地価の著しい下

落が生じている賃貸資産について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、減損損失（建物53,160千円、構築

物27,583千円、土地923,950千円、その他22,110千円）

として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額と使用価額のうち、いずれか高い方の金額で測定し

ており、正味売却価額については、一部の重要な資産

は、不動産鑑定士による評価額、それ以外の資産につ

いては固定資産税評価額を基礎として評価し、使用価

値については将来キャッシュ・フローを加重平均資本

コスト（2.75％）及び市場平均と考えられる合理的な

収益率（5.0％）により算定しております。 

  当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として店舗を基本単位とし、賃貸資産について

は、当該資産単独で資産グルーピングをしておりま

す。 

 上記グルーピングに基づき、減損会計の手続きを行

った結果、営業活動から生じる損益がマイナスである

店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失（建物1,034千円、構築物4,577千円、その他

1,089千円）として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額については、一

部の重要な資産は、不動産鑑定士による評価額、それ

以外の資産については固定資産税評価額等を基礎とし

て評価しております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加168,073株は、第１回Ｂ種優先株式の普通株式への転換による増加で

あります。 

２．第１回Ａ種優先株式の発行済株式総数の増加600,000株及び第１回Ｂ種優先株式40,000株は、第三者割

当による新株の発行による増加であります。 

３．第１回Ｂ種優先株式の発行済株式総数の減少2,500株は、普通株式への転換による減少であります。 

４．普通株式の自己株式の株式数の増加1,073株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式     （注）１ 4,338,901 168,073 － 4,506,974 

第１回Ａ種優先株式（注）２ － 600,000 － 600,000 

第１回Ｂ種優先株式（注）２，３ － 40,000 2,500 37,500 

合計 4,338,901 808,073 2,500 5,144,474 

自己株式        

普通株式     （注）４ 530 1,073 － 1,603 

合計 530 1,073 － 1,603 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

  (千円)

現金及び預金勘定 258,761

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,000

現金及び現金同等物 256,761

  (千円)

現金及び預金勘定 370,748

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,000

現金及び現金同等物 368,748

※２ 当連結会計年度に営業の譲渡により減少した資産

は次のとおりであります。 

※２       ――――――― 

  (千円)

流動資産 12,000

 

※３       ――――――― ※３ 株式の取得により新たに連結子会社となった資産

及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による収入（純額）との関係は次のとおりで

す。 

株式会社ナップチェーン 

    (千円)

流動資産 19,301

固定資産 6,236

負ののれん △4,235

流動負債 △6,302

固定負債 △1,000

連結開始時の既取得分 △2,000

取得価額 12,000

子会社の現金及び現金同等物 △16,544

差引：子会社株式取得による収入 4,544



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額（千
円） 

減損損失
累計額相
当額（千
円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械装
置 

247,880 205,090 4,410 38,379 

工具器
具備品 

169,575 96,563 6,353 66,658 

無形固
定資産
(ソフト
ウエア) 

51,985 19,910 3,488 28,587 

合計 469,441 321,564 14,252 133,625 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額（千
円） 

減損損失
累計額相
当額（千
円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械装
置 

90,044 67,705 4,410 17,928 

工具器
具備品 

137,456 87,059 6,353 44,043 

無形固
定資産
(ソフト
ウエア) 

45,985 22,075 3,488 20,422 

合計 273,487 176,840 14,252 82,395 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内        57,142千円

１年超      97,129千円

合計        154,272千円

リース資産減損勘定の残高        9,334千円

１年内 42,147千円

１年超 53,936千円

合計 96,083千円

リース資産減損勘定の残高 5,258千円

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料  90,234千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,917千円

減価償却費相当額 78,799千円

支払利息相当額   9,172千円

減損損失 14,252千円

支払リース料 63,294千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,076千円

減価償却費相当額 54,758千円

支払利息相当額 6,158千円

減損損失     －千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

株式 49,208 84,893 35,684 48,902 78,302 29,399 

債券            

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 49,208 84,893 35,684 48,902 78,302 29,399 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 

株式 35,629 31,160 △4,469 35,935 25,888 △10,047 

債券 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 35,629 31,160 △4,469 35,935 25,888 △10,047 

合計 84,838 116,053 31,214 84,838 104,190 19,352 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 
売却額（千円） 

売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

43,716 18,491 － 434 － 65 

 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券    

非上場株式 40,500 40,000 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けているほ

か、当社については、広島総合卸センター厚生年金基金に加入しております。同基金は退職給付会計実務指針

33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち、当社の掛金拠出割合に基づく当連結会

計年度末の年金資産残高は856,488千円（前連結会計年度末は669,127千円）であります。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 前連結会計年度においては、連結子会社１社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用してい

るため、退職給付費用のうち会計基準変更時差異の費用処理額を除く額を「勤務費用」として記載し

ております。当連結会計年度においては、簡便法を採用している連結子会社はありません。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 
 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在) 

退職給付債務   △576,106千円      △557,010千円 

年金資産     130,663千円      144,275千円 

未認識数理計算上の差異   △17,011千円      9,892千円 

会計基準変更時差異の未処理額    214,909千円      174,387千円 

未認識過去勤務債務   △16,512千円      5,988千円 

退職給付引当金   △264,057千円      △222,467千円 

               

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 
当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

勤務費用   50,539千円      43,750千円 

利息費用   3,925千円      10,343千円 

期待運用収益   △3,854千円      △3,929千円 

会計基準変更時差異の費用処理額   23,878千円      21,798千円 

未認識数理計算上の差異損益処理額   △25,192千円      △12,950千円 

未認識過去勤務債務の損益処理額   △22,500千円      △22,500千円 

退職給付費用   26,798千円      36,512千円 

               

 
前連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 
 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在) 

退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準      期間定額基準 

割引率   2.0％      2.0％ 

期待運用収益率   3.0％      3.0％ 

過去勤務債務の処理年数   ５年       ５年 

数理計算上の差異の処理年数   ５年       ５年 

会計基準変更時差異の処理年数   15年       15年 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  

当社グループはストック・オプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。  

（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別内訳 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金繰入限度超過額 93,907千円

貸倒引当金繰入限度超過額 100,259千円

繰越欠損金  385,225千円

減損損失 406,468千円

その他  16,531千円

繰延税金資産小計 1,002,391千円

評価性引当額 △1,002,391千円

繰延税金資産合計       －千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 12,610千円

繰延税金負債合計 12,610千円

（繰延税金資産）  

退職給付引当金繰入限度超過額 102,537千円

貸倒引当金繰入限度超過額 26,179千円

繰越欠損金  369,834千円

減損損失 404,388千円

その他 25,661千円

繰延税金資産小計 928,600千円

評価性引当額 △928,600千円

繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 7,818千円

繰延税金負債合計 7,818千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 △１％

評価性引当額の影響額 △32％

その他 △９％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △１％

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 36％

評価性引当額の影響額 △46％

その他 5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループは自動車用品の製造・販売を主たる事業としております。 

 前連結会計年度及び当連結会計年度においては、当該事業の売上高、営業損益及び資産の金額は、いずれも

全セグメントに占める割合が90％超となっているため、事業の種類別セグメントの記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度においては、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な

在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度においては、海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1）役員及び個人主要株主等  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)１．支払手数料の支払については、提示された見積もりを基礎として、毎期交渉の上、決定しております。 

２．当社の主要株主森田浩一とその妻が議決権の100％を直接所有しております。 

３．保険料の支払については、市場価格を勘案して決定しております。 

４．当社の取締役小林修が議決権の50％を直接保有して共同代表権を有しており、当社の実質的な関連当事者に該

当します。 

５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

属性 
会社等の名
称または氏
名 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

（注５）  
科目 

期末残高
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

個人主要株

主 
森田 浩一 広島市中区 － 顧問 

（所有） 

 直接 31.2 
－ － 

支払手数料

（注１） 
5,760 － － 

個人主要株

主及びその

近親者が議

決権の過半

数を自己の

計算で所有

している会

社等 

㈲ケー・ア

ンド・ワイ

（注２） 

広島市中区 60,000 
保険代理

業 

（所有） 

 直接  6.4 
－ 保険取引

保険料 

（注３） 
12,550 前払費用 580 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算で所

有している

会社等 

㈲ターンア

ラウンドブ

レイン 

（注４） 

東京都渋谷

区 
3,000 

コンサル

タント業 
－ 兼任１名

プロジェ

クト推進

支援業務

支払手数料

（注１） 
8,918 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益（△損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 △82.71円

１株当たり当期純損失 △233.30円

１株当たり純資産額 △75.03円

１株当たり当期純利益 0.69円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失のため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純利益（△損失） 

（千円） 

△1,012,159 31,081 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 28,076 

（Ａ種優先株式累積未払配当金） － (28,076) 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純利益（△損失）（千円） 

△1,012,159 3,004 

期中平均株式数（株） 4,338,371 4,376,181 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

内訳 

（第１回Ａ種優先株式） 

（第１回Ｂ種優先株式） 

――――――   

 637,500株 

 （600,000株）

 （ 37,500株）

 なお、これらの詳細については、

第４［提出会社の状況］１［株式等

の状況］（１）［株式の総数等］に

記載のとおりであります。 



（企業結合等関係） 

 当連結会計年度 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 １．結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

 （１）結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容 

 株式会社野田 自動車用品の小売事業（内容：東海エリアにおける自動車用品の小売） 

 （２）企業結合の法的形式 

 共通支配下の取引 

 （３）結合後の企業の名称 

 株式会社モンテカルロ 

 （４）取引の目的を含む取引の概要 

 ①合併の目的 

 株式会社モンテカルロの１００％子会社である株式会社野田の事業運営機能を吸収合併により株式会社モン

テカルロに集約し、一体的・効率的な業務運営に努めることにより、商品・サービスはもとより、従業員管理

体制の統合等に伴う経営運営を飛躍的に改善させるとともに、マネジメント体制の強化等によって店舗営業

力・収益力のさらなる向上を目指したいと考えております。 

 ②合併の方式 

 株式会社モンテカルロを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社野田は解散しました。 

 ③合併比率及び合併交付金 

  株式会社モンテカルロは株式会社野田の全株式を所有しており、吸収合併に際して、その株式に代わる金銭

等の交付を行いません。 

 ④被合併会社の合併時の資産・負債の状況 

 ２．実施した会計処理の概要 

  上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会

計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

 資産  負債 

 項目  帳簿価額（百万円） 項目  帳簿価額（百万円） 

 流動資産 491  流動負債 728 

 固定資産 293  固定負債 624 

合計 784 合計 1,353 



（子会社の企業結合関係） 

 当連結会計年度 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 １．子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日並びに法的形式を含む

企業結合の概要 

 （１）子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容 

株式会社野田 自動車用品の小売事業（内容：東海エリアにおける自動車用品の小売） 

 （２）企業結合を行った主な理由 

 株式会社モンテカルロの１００％子会社である株式会社野田の事業運営機能を吸収合併により株式会社モン

テカルロに集約し、一体的・効率的な業務運営に努めることにより、商品・サービスはもとより、従業員管理

体制の統合等に伴う経営運営を飛躍的に改善させるとともに、マネジメント体制の強化等によって店舗営業

力・収益力のさらなる向上を目指したいと考えております。 

 （３）企業結合日 

 平成18年８月１日 

 （４）法的形式を含む企業結合の概要 

 共通支配下の取引として、株式会社モンテカルロが１００％子会社である株式会社野田を吸収合併しまし

た。 

 ２．実施した会計処理の概要 

  上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該会

計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

 ３．事業の種類別セグメントにおいて、当該子会社が含まれていた事業区分の名称 

  事業の種類別セグメントの記載を省略しておりますので、該当事項はありません。 

 ４．当該連結会計年度の連結損益計算書に計上されている当該子会社に係る損益の概算額 

売上高  487百万円

営業利益  12百万円

経常利益 14百万円



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は平成18年６月９日開催の取締役会において「戦

略的経営革新」に基づく、子会社の吸収合併及び子会社

への吸収分割並びに第三者割当による優先株式の発行を

決議し、同日、合併契約書及び分割契約書を締結しまし

た。また、吸収合併及び吸収分割については、平成18年

６月29日開催の定時株主総会において承認されておりま

す。  

 吸収合併及び吸収分割並びに第三者割当による優先株

式の発行についての具体的内容は、以下のとおりです。 

―――――― 

１．株式会社野田との合併  

（１）合併の目的  

 当社の１００％子会社である株式会社野田の事業

運営機能を吸収合併により当社に集約し、一体的・

効率的な業務運営に努めることにより、商品・サー

ビスはもとより、従業員管理体制の統合等に伴う経

営効率を飛躍的に改善させるとともに、マネジメン

ト体制の強化等によって店舗営業力・収益力のさら

なる向上を目指したいと考えております。 

 

（２）合併の日程  

合併契約書承認取締役会    平成18年６月９日  

合併契約書調印        平成18年６月９日 

合併契約書承認株主総会（当社）平成18年６月29日 

合併期日（効力発生日）    平成18年８月１日

（予定） 

 

（３）合併の方式  

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社

野田は解散します。  

 

（４）合併比率及び合併交付金 

 当社は株式会社野田の全株式を所有しており、吸

収合併に際して、その株式に代わる金銭等の交付を

行いません。  

 

（５）被合併会社の概要  

 （平成18年３月末現在） 

商号 株式会社野田（被合併会社）

 (１)事業内容 自動車用品小売事業等 

 (２)売上高  1,563,760千円 

 (３)当期純利益 △7,853千円 

 (４)資本金 47,500千円 

 (５)株主資本 △583,510千円 

 (６)総資産 739,298千円 

 (７)従業員数 51名 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．株式会社ディスモンドへの吸収分割 

（１）分割の目的  

 当社は、当社が保有する資産のうち、本社、本社

別館、吉島店、呉店、尾道東店及び小倉等を当社の

１００％子会社である株式会社ディスモンド（以下

「資産管理会社」という。）に移転することで、資

産管理機能を集約し、プロフィットセンターとなる

当社における収益認識の明確化を図る一方、資産管

理会社においても保有資産の効率的管理と有効活用

による収益の向上を目指したいと考えております。 

―――――― 

（２）分割の日程  

吸収分割契約書承認取締役会  平成18年６月９日  

吸収分割契約書調印      平成18年６月９日 

吸収分割契約書承認株主総会  平成18年６月29日 

（当社） 

吸収分割期日（効力発生日）  平成18年８月１日

（予定） 

 

（３）分割の方式  

 当社を吸収分割会社とし、資産管理会社を吸収分

割承継会社とする吸収分割です。  

 

（４）株式の割当及び分割交付金 

 資産管理会社は、当社の１００％子会社であるこ

とから、吸収分割に際して、当社に対してその事業

に関する権利義務の全部または一部に代わる金銭等

の交付を行いません。  

 

（５）承継会社が承継する権利義務 

 資産管理会社は、当社から、以下に記載する吸収分

割の対象となる事業部門に係る承継資産及び負債並び

に契約上の地位を承継します。  

①吸収分割の対象となる事業部門の内容  

 当社が保有する資産のうち、本社、本社別館、吉

島店、呉店、尾道東店及び小倉等の保有及び管理に

係る事業を、吸収分割の対象とします。 

 

②吸収分割の対象となる事業部門の平成18年３月期に

おける経営成績  

 吸収分割の対象となる事業部門は、その大半が当

社自社使用物件に係る資産管理部門であります。吸

収分割の対象となる事業部門の収入は一部の外部賃

貸収入のみであり、当社は当該外部賃貸収入を営業

外収益として計上しております。なお、平成18年３

月期における当該外部賃貸収入として22百万円を計

上しております。 

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③吸収分割する事業の資産・負債（平成18年３月31日

現在）  

（単位：百万円） 

資産 負債 

 項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

流動資産 － 流動負債  2,024 

固定資産 2,073 固定負債  18 

合計 2,073 合計  2,043 

―――――― 

（６）株式会社ディスモンドの概要  

 （平成18年３月末現在） 

商号 
株式会社ディスモンド（承

継会社） 

 (１)事業内容 自動車用品卸売事業等 

 (２)売上高  35,221千円 

 (３)当期純利益 △13,959千円 

 (４)資本金 80,000千円 

 (５)株主資本 △186,788千円 

 (６)総資産 117,324千円 

 (７)従業員数  0名 

 

３．第三者割当による優先株式の発行について 

（１）第１回Ａ種優先株式発行要項  

①有価証券の種類及び

銘柄  

株式会社モンテカルロ第１回

Ａ種優先株式 

②発行数 600,000株  

③発行価格 １株につき1,000円  

④発行価額の総額 600,000,000円  

⑤資本金組入額 １株につき500円  

⑥資本組入額の総額  300,000,000円  

⑦申込期日  平成18年７月31日  

⑧払込期日 平成18年７月31日  

⑨割当先及び株式数 

  

  

有限会社ひろしま事業支援フ

ァンドに600,000株を割当て

る。  

 

（２）第１回Ｂ種優先株式発行要項 

①有価証券の種類及び

銘柄  

株式会社モンテカルロ第１回

Ｂ種優先株式 

②発行数 40,000株  

③発行価格 １株につき10,000円  

④発行価額の総額 400,000,000円  

⑤資本金組入額 １株につき5,000円  

⑥資本組入額の総額  200,000,000円  

⑦申込期日  平成18年７月31日  

⑧払込期日 平成18年７月31日  

⑨割当先及び株式数 

  

  

トゥモロウ－ＯＮＥ投資事業

有限責任組合に40,000株を割

当てる。  

 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（３）割当先の概要  

①第1回Ａ種優先株式 

割当先の名称 

  

有限会社ひろしま事業支援

ファンド 

割当株数  600,000株 

払込金額  600,000,000円 

割

当

先

の

内

容 

住所  

  

東京都港区赤坂一丁目11番

44号 

代表者の役職・氏名 取締役 粕谷義和 

資本の額 3,000,000円 

事業の内容 

  

有価証券・債権の売買、投

資業 

―――――― 

①第１回Ｂ種優先株式 

割当先の名称 

  

トゥモロウ－ＯＮＥ投資事

業有限責任組合 

割当株数  40,000株 

払込金額  400,000,000円 

割

当

先

の

内

容 

住所 

  

広島市中区紙屋町一丁目２

番22号 

代表者の役職・氏名 

  

  

  

無限責任組合員 

ひろぎんキャピタル株式会

社 

代表取締役 上川伊智郎 

事業の内容  有価証券等への投資 

 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率を算定する際の利率及び残高は、期末のものを使用しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 5,308,000 1,896,000 3.0 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 513,160 533,010 3.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 791,270 3,368,916 2.3 平成20年～平成49年

その他の有利子負債 － － － － 

小計 6,612,430 5,797,926 － － 

内部取引の消去 － － － － 

合計 6,612,430 5,797,926 － － 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 422,050 324,580 215,280 171,580 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     243,592     264,334  

２．受取手形 ※12   14,364     6,746  

３．売掛金     458,545     461,051  

４．加盟店貸勘定 ※1,6   745,306     64,129  

５．商品     1,785,664     2,447,646  

６．貯蔵品     5,658     5,867  

７．前渡金     29,452     7,914  

８．前払費用     69,873     75,093  

９．未収入金     276,003     195,683  

10．その他     6,336     2,837  

貸倒引当金     △1,210     △437  

流動資産合計     3,633,588 46.9   3,530,868 61.5 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※２ 1,828,089     961,171    

減価償却累計額  ※10 1,050,463 777,625   603,342 357,828  

(2）構築物   328,679     289,792    

減価償却累計額  ※10 229,184 99,494   225,161 64,630  

(3）機械装置   254,256     277,455    

減価償却累計額  ※10 200,924 53,332   218,285 59,170  

(4）車両運搬具   42,227     44,607    

減価償却累計額  ※10 39,464 2,762   41,341 3,265  

(5）工具器具備品   435,800     476,724    

減価償却累計額  ※10 400,204 35,595   438,567 38,156  

(6）土地 ※２   1,424,489     51,814  

有形固定資産合計     2,393,300 31.0   574,866 10.0 

２．無形固定資産              

(1）電話加入権     13,167     15,688  

(2）その他     1,571     1,663  

無形固定資産合計     14,738 0.2   17,352 0.3 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産              

(1) 投資有価証券 ※２   156,553     144,190  

(2) 関係会社株式     11,000     83,812  

(3) 出資金     25,736     56  

(4) 従業員長期貸付金     524     344  

(5) 関係会社長期貸付金     885,510     －  

(6) 破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

    18,838     29,667  

(7) 長期前払費用     24,535     21,614  

(8) 敷金・保証金  ※２   1,315,619     1,354,550  

(9) 長期未収入金    －     57,613  

(10)その他     94,206     －  

貸倒引当金     △833,669     △72,399  

投資その他の資産合
計 

    1,698,854 21.9   1,619,449 28.2 

固定資産合計     4,106,894 53.1   2,211,668 38.5 

資産合計     7,740,482 100.0   5,742,537 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形     172,696     34,453  

２．買掛金 ※６   754,779     716,485  

３．短期借入金 ※２   5,308,000     1,896,000  

４．１年内返済予定長期借
入金 

※２   513,160     465,810  

５．未払金     77,065     108,237  

６．未払法人税等     11,991     26,635  

７．未払消費税等     54,544     48,673  

８．未払費用     39,455     45,766  

９．前受金     17,097     21,453  

10．預り金     12,879     20,792  

11．前受収益     4,059     1,491  

12．賞与引当金     30,000     36,000  

13．ポイント引当金     14,381     17,061  

14. その他      12,867     9,543  

流動負債合計     7,022,978 90.7   3,448,403 60.1 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金 ※２   791,270     1,420,090  

２．退職給付引当金     223,831     222,467  

３．繰延税金負債     12,610     7,818  

４．その他     29,534     11,366  

固定負債合計     1,057,246 13.7   1,661,742 28.9 

負債合計     8,080,225 104.4   5,110,145 89.0 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※５   770,039 10.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   215,146     －    

資本剰余金合計     215,146 2.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．当期未処理損失   △1,343,426     －    

利益剰余金合計     △1,343,426 △17.4   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    18,604 0.2   － － 

Ⅴ 自己株式 ※７   △106 △0.0   － － 

資本合計     △339,742 △4.4   － － 

負債及び資本合計     7,740,482 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,270,039 22.1 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     715,146     

資本剰余金合計      － －   715,146 12.5 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     △1,364,037     

利益剰余金合計      － －   △1,364,037 △23.8 

４．自己株式     － －   △291 △0.0 

株主資本合計      － －   620,858 10.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   11,533 0.2 

評価・換算差額等合計      － －   11,533 0.2 

純資産合計      － －   632,392 11.0 

負債純資産合計      － －   5,742,537 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     12,091,399 100.0   11,809,374 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．期首商品たな卸高   1,835,329     1,785,664    

２．当期商品仕入高 ※１ 8,671,598     8,858,823    

合計   10,506,927     10,644,487    

３．他勘定振替高 ※２ △512     611    

４．期末商品たな卸高   1,785,664     2,447,646    

売上原価   8,721,775 8,721,775 72.1 8,196,229 8,196,229 69.4 

売上総利益     3,369,623 27.9   3,613,144 30.6 

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※3,4   3,234,731 26.8   3,514,452 29.8 

営業利益     134,891 1.1   98,691 0.8 

Ⅴ 営業外収益              

１．受取利息   10,536     11,926    

２．受取配当金   2,335     1,210    

３．受取手数料   26,020     46,318    

４．受取賃貸料   33,994     22,699    

５．協賛金収入   8,404     7,976    

６．退職給付費用減額差益   －     3,714    

７．その他   15,871 97,161 0.8 34,388 128,233 1.1 

Ⅵ 営業外費用              

１．支払利息   186,822     143,401    

２．その他   12,495 199,318 1.6 11,579 154,981 1.3 

経常利益     32,735 0.3   71,944 0.6 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※５ 26     －    

２．投資有価証券売却益    18,491     －    

３．貸倒引当金戻入益   － 18,518 0.2 583,510 583,510 4.9 

Ⅷ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※６ 330     96    

２．固定資産除却損 ※７ 3,913     2,726    

３．投資有価証券売却損   －     65    

４．減損損失  ※９ 1,018,187     6,701    

５．役員保険解約損   －     5,035    

６．役員退職慰労金   －     57,554    

７．たな卸資産売却益修正
損 

 ※10 －     17,996    

８．抱合せ株式消滅差損   －     568,823    

９．店舗閉店損失   1,620     －    

10．貸倒引当金繰入額 ※８ 21,812 1,045,864 8.7 － 658,999 5.5 

税引前当期純損失     △994,611 △8.2   △3,544 △0.0 

法人税、住民税及び事
業税 

    6,224 0.1   17,066 0.2 

当期純損失     △1,000,835 △8.3   △20,610 △0.2 

前期繰越損失     △342,590     －  

当期未処理損失     △1,343,426     －  

               



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失     △1,343,426 

Ⅱ 次期繰越損失     △1,343,426 

       

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

770,039 215,146 215,146 △1,343,426 △1,343,426 △106 △358,346 

事業年度中の変動額              

新株の発行 500,000 500,000 500,000 － － － 1,000,000 

当期純損失 － － － △20,610 △20,610 － △20,610 

自己株式の取得 － － － － － △184 △184 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

500,000 500,000 500,000 △20,610 △20,610 △184 979,204 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,270,039 715,146 715,146 △1,364,037 △1,364,037 △291 620,858 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

18,604 18,604 △339,742 

事業年度中の変動額      

新株の発行 － － 1,000,000 

当期純損失 － － △20,610 

自己株式の取得 － － △184 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△7,070 △7,070 △7,070 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△7,070 △7,070 972,134 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

11,533 11,533 632,392 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、高収益企業への転換と第二の成長期への展開に

向けて「戦略的経営革新」の実行を決定し、これを公表い

たしました。 

―――――― 

 １．経営効率の改善を図るためグループ各社を機能に応

じ戦略的に再編します。具体的には会社分割により

100％子会社である株式会社ディスモンドへ資産管理

機能を集約し、同時に同じく100％子会社である株式

会社野田を吸収合併しカー用品販売事業における事業

運営機能を当社に集約します。 

 ２．上記に伴い資産管理の見直しを行ったうえで、適正

な減損損失を計上すること等によりバランスシートを

改善し、財務体質の抜本的な健全化を進めます。 

 ３．優先株式10億円の発行により自己資本の拡充及び財

務基盤の強化を図るとともに攻めの経営に必要な設備

投資等を行います。 

 ４．事業価値向上に向けた営業・仕入戦略を遂行しま

す。 

 

  上記諸施策により、経営効率の追求、財務体質の改善及

び攻めの経営への転換を企図しています。 

 当社は会社分割に先立ち、固定資産の減損に係る会計基

準に準拠して分割対象資産の回収可能額を算定した結果、

当事業年度において、923,950千円の減損損失を特別損失

として計上したため、1,000,835千円の当期純損失が計上

され、その結果、339,742千円の債務超過となっておりま

す。 

 当該状況により、当社には継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。 

 しかしながら、当事業年度における分割対象資産にかか

る減損損失は、上記会社分割に伴い発生するものであり、

今回の「戦略的経営革新」の一環として第三者割当増資の

方式による優先株式の発行10億円を行い、平成18年８月末

には当該債務超過の状況を解消する予定であります。 

 当社は当事業年度より経営改革プロジェクトを新設し、

常駐のコンサルタントのもとで、マネジメント力強化と営

業力強化による永続的な収益向上に取り組んでおり、その

成果は着実に現れています。今回の「戦略的経営革新」の

実行により、この収益力の改善傾向をより鮮明にし、高収

益企業への転換を実現してまいります。また、分割資産を

承継する株式会社ディスモンドについては、固定資産の減

損に係る会計基準に準拠して算定した回収可能価額まで圧

縮された店舗用不動産を承継し、賃貸事業を基本収益とし

て有利子負債の圧縮を進めてまいります。 

 よって、財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記にような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。 

 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品（小売部門） 

 売価還元法による原価法 

(1）商品（小売部門） 

同左 

  (2）商品（卸売部門） 

 月別総平均法による原価法 

(2）商品（卸売部門） 

同左 

  (3）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

(3）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外については定率法によっ

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物  13～39年 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）ポイント引当金 

 販売促進を目的とするポイントカー

ド制度に基づき、顧客に付与したポイ

ントの利用に備えるため、当事業年度

末において将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。 

(3）ポイント引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異（326,973

千円）については、15年による按分額

を費用処理しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５年）による定額法により損益処理

しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら損益処理することとしております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理によっております。 

同左 

６．繰延資産の処理方法 ――――――  株式交付費は支出時に全額費用処理し

ております。 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純損失は1,018,187千円増加

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき減価償却累計額に含めて表示しておりま

す。 

―――――― 

―――――― （企業結合に係る会計基準） 

当事業年度より企業結合に係る会計基準（「企業結合

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成15年10月31日））および「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）

ならびに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

17年12月27日）を適用しております。 

なお、本会計基準適用に伴う影響額の算出は困難なた

め記載しておりません。 

――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は632,392千

円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表） 

 長期未収入金は総資産額の100分の１を超えたため、区

分掲記することとしました。なお、前期は投資その他の

資産のその他に59,291千円含まれております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 加盟店貸勘定 

 加盟店貸勘定は、フランチャイズ契約に基づき加

盟店との間に発生した営業債権であります。 

※１ 加盟店貸勘定 

同左 

※２ (1）担保提供資産 ※２ (1）担保提供資産 

建物    472,290千円 

土地  1,417,979千円 

投資有価証券 155,040千円 

敷金・保証金（建築協力

金） 

  52,976千円 

計 2,098,286千円 

投資有価証券     141,700千円 

敷金・保証金（建築協力

金） 

   47,813千円 

計     189,513千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

短期借入金 2,352,610千円 

１年内返済予定長期借入

金 
513,160千円 

長期借入金 791,270千円 

計 3,657,040千円 

短期借入金    141,700千円 

 ３        ――――――   ３ 偶発債務 

 債務保証 

 次の関係会社の仕入債務に対して債務保証行為を行

っております。 

保証先 金額（千円） 内容 

 株式会社ナップチェーン 233,498 仕入債務  

 計 233,498 －  

 ４ 受取手形割引高 62,264千円  ４ 受取手形割引高 69,037千円 

※５ 会社が発行する株式の総数 ※５        ―――――― 

普通株式 7,500,000株  

 「株式の消却が行われた場合には、これに相当す

る株式数を減ずる」旨、定款に定めております。 

 

発行済株式総数  普通株式 4,338,901 株  

※６ 関係会社に係る主な資産は次のとおりでありま

す。 

※６ 関係会社に係る主な負債は次のとおりでありま

す。 

加盟店貸勘定 666,672千円 買掛金 696,420千円 

※７ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式530株で

あります。 

※７        ―――――― 

 ８ 平成16年６月29日開催の定時株主総会において下

記の欠損てん補を行っております。 

 ８        ―――――― 

資本準備金 140,000千円  

 ９ 資本の欠損の金額は1,343,533千円であります。  ９        ―――――― 

※10 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

※10          同左 

 11 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は18,604千円

であります。         

 11        ―――――― 

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※12       ―――――― ※12 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当事業年度

の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。当事業年度末日

満期手形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形割引高 8,147千円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１       ―――――― ※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

商品仕入高 5,246,229千円

※２ 他勘定振替高は貯蔵品への振替高であります。 ※２         同左 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は７％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

93％であります。 

 主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は７％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

93％であります。 

 主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 110,627千円

ポイント引当金繰入額 14,381千円

従業員給与 1,187,067千円

賞与引当金繰入額 30,000千円

退職給付引当金繰入額 15,812千円

福利厚生費 208,243千円

減価償却費 82,365千円

貸倒引当金繰入額 44,549千円

賃借料 638,499千円

支払手数料 180,385千円

広告宣伝費      134,680千円

ポイント引当金繰入額 17,061千円

従業員給与    1,249,033千円

賞与引当金繰入額 36,000千円

福利厚生費 225,462千円

減価償却費 61,441千円

貸倒引当金繰入額 8,007千円

賃借料 757,986千円

支払手数料 211,817千円

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、10,838千円

であります。 

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は、9,328千円で

あります。 

※５ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

機械装置 26千円

※５        ―――――― 

※６ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

機械装置 330千円

※６ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

機械装置 88千円

車両運搬具 7千円

計 96千円

※７ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※７ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 1,218千円

構築物 1,467千円

機械装置  511千円

車両運搬具      162千円

工具器具備品     554千円

計   3,913千円

建物 2,279千円

車両運搬具    68千円

工具器具備品 379千円

計 2,726千円

※８ 貸倒引当金繰入額は関係会社に対するものであり

ます。 

※８        ―――――― 

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,073株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※９ 減損損失 

当社は当事業年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

※９ 減損損失 

当社は当事業年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
減損損失 

（千円） 

店舗及び

賃貸物件 

建物  

構築物 

土地 

その他 

 愛知県３店舗 

 三重県１店舗 

 兵庫県１店舗 

 広島県１店舗 

1,018,187 

用途 種類 場所 
減損損失 

（千円） 

店舗及び

賃貸物件

建物  

構築物 

その他 

 静岡県１店舗 

 愛知県１店舗 

 広島県賃貸物件 

6,701 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗を基本単位とし、賃貸資産については、当該

資産単独で資産グルーピングをしております。 

 また、本社土地建物等、福利厚生施設等、特定の事

業との関連が明確でない資産については共用資産とし

ております。 

 上記グルーピングに基づき、減損会計の手続きを行

った結果、閉店が予想される店舗、営業活動から生じ

る損益がマイナスである店舗、不動産地価の著しい下

落が生じている賃貸資産について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、減損損失（建物46,962千円、構築

物27,315千円、土地923,950千円、その他19,959千円）

として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額と使用価額のうち、いずれか高い方の金額で測定し

ており、正味売却価額については、一部の重要な資産

は、不動産鑑定士による評価額、それ以外の資産につ

いては固定資産税評価額を基礎として評価し、使用価

値については将来キャッシュ・フローを加重平均資本

コスト（2.75％）及び市場平均と考えられる合理的な

収益率（5.0％）により算定しております。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗を基本単位とし、賃貸資産については、当該

資産単独で資産グルーピングをしております。 

 上記グルーピングに基づき、減損会計の手続きを行

った結果、営業活動から生じる損益がマイナスである

店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失（建物1,034千円、構築物4,577千円、その他

1,089千円）として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額については、一

部の重要な資産は、不動産鑑定士による評価額、それ

以外の資産については固定資産税評価額等を基礎とし

て評価しております。 

※10       ―――――― 

  

※10 たな卸資産売却益修正損 

たな卸資産売却益修正損は子会社（株式会社野田）

を吸収合併する際に、たな卸資産に含まれる未実現利

益を消去したものです。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 530 1,073 － 1,603 

合計 530 1,073 － 1,603 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月1日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月1日 至平成19年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額（千
円） 

減損損失
累計額相
当額（千
円）  

期末残高
相当額 
（千円）

機械装置 238,483 197,939 4,184 36,358 

工具器具
備品 

165,146 95,511 5,387 64,247 

無形固定
資産「そ
の他」
（ソフト
ウエア） 

51,985 19,910 3,488 28,587 

合計 455,615 313,361 13,059 129,193 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額（千
円） 

減損損失
累計額相
当額（千
円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械装置 90,044 67,705 4,410 17,928 

工具器具
備品 

137,456 87,059 6,353 44,043 

無形固定
資産「そ
の他」
（ソフト
ウエア） 

45,985 22,075 3,488 20,422 

合計 273,487 176,840 14,252 82,395 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 55,006千円

１年超 92,512千円

合計   147,519千円

リース資産減損勘定の残高        8,443千円

１年内 42,147千円

１年超 53,936千円

合計 96,083千円

リース資産減損勘定の残高    5,258千円

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料  87,723千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,616千円

減価償却費相当額 76,718千円

支払利息相当額 8,736千円

減損損失 13,059千円

支払リース料 63,294千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,076千円

減価償却費相当額 54,758千円

支払利息相当額 6,158千円

減損損失       －千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入限度超過額 333,333千円

退職給付引当金繰入限度超過額  90,427千円

繰越欠損金 235,289千円

減損損失  403,547千円

その他  21,501千円

繰延税金資産小計 1,084,100千円

評価性引当額 △1,084,100千円

繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 12,610千円

繰延税金負債合計  12,610千円

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入限度超過額 23,256千円

退職給付引当金繰入限度超過額 102,537千円

繰越欠損金  570,260千円

減損損失   404,388千円

その他  31,095千円

繰延税金資産小計  1,131,538千円

評価性引当額 △1,131,538千円

繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 7,818千円

繰延税金負債合計  7,818千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主な項目別の内訳 

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 △１％

評価性引当額影響額 △39％

交際費等永久に損金に算入されない項

目 

△2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △１％

法定実効税率 41％

（調整）  

住民税均等割等 △483％

評価性引当額影響額 △9％

交際費等永久に損金に算入されない項

目 

△31％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △482％



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益（△損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

（企業結合等関係） 

 当事業年度 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 △78.31円

１株当たり当期純損失 △230.69円

１株当たり純資産額 △82.28円

１株当たり当期純損失 △11.13円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失のため記載しておりません。 

同左 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 

△1,000,835 △20,610 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 28,076 

（Ａ種優先株式累積未払配当金） － (28,076) 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（千円） 

△1,000,835 △48,687 

期中平均株式数（株） 4,338,371 4,376,181 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

内訳 

（第１回Ａ種優先株式） 

（第１回Ｂ種優先株式） 

――――――   

 637,500株 

 （600,000株）

 （ 37,500株）

 なお、これらの詳細については、

第４［提出会社の状況］１［株式等

の状況］（１）［株式の総数等］に

記載のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年６月９日開催の取締役会において、

「戦略的経営革新」に基づく、子会社の吸収合併及び子

会社への吸収分割並びに第三者割当による優先株式の発

行を決議し、同日、合併契約書及び分割契約書を締結し

ました。また、吸収合併及び吸収分割については、平成

18年６月29日開催の定時株主総会において承認されてお

ります。  

 なお、詳細については、連結財務諸表における「重要

な後発事象」に記載のとおりであります。 

―――――― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１.当期増加額には、株式会社野田との合併による増加額が次のとおり含まれております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

株式会社広島銀行 120,000 77,880 

株式会社山口フィナンシャルグループ（優先株

式） 
40 40,000 

株式会社山口フィナンシャルグループ 16,150 25,646 

その他（４銘柄） 12,110 664 

小計 152,260 144,190 

計 148,300 144,190 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 1,828,089 152,517 1,019,435 961,171 603,342 
100,481 

(1,034)
357,828 

構築物 328,679 23,124 62,010 289,792 225,161 
28,595 

(4,577)
64,630 

機械装置 254,256 24,639 1,440 277,455 218,285 18,632 59,170 

車両運搬具 42,227 6,968 4,588 44,607 41,341 6,235 3,265 

工具器具備品 435,800 48,506 7,582 476,724 438,567 
45,566 

(1,089)
38,156 

土地 1,424,489 51,814 1,424,489 51,814 － － 51,814 

有形固定資産計 4,313,542 307,571 2,519,548 2,101,565 1,526,698 
199,511 

(6,701)
574,866 

無形固定資産              
電話加入権 13,167 2,521 － 15,688 － － 15,688 

その他 3,053 668 250 3,471 1,807 575 1,663 

無形固定資産計 16,220 3,189 250 19,159 1,807 575 17,352 

長期前払費用 47,610 1,372 1,509 47,472 25,858 3,323 21,614 

繰延資産              
－ － － － － － － － 

繰延資産計  － － － － － － － 

建物  126,761千円 

構築物  20,011千円 

機械装置  12,623千円 

車両運搬具  5,454千円 

工具器具備品  41,631千円 

土地  51,814千円 



２.当期減少額には、株式会社ディスモンドとの分割による減少額が次のとおり含まれております 

３.「当期減少額」及び「当期償却額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

４.「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、吸収合併による債権の消滅583,510千円及び、吸収分割による債権

の移転186,788千円等に伴うものであります。 

建物  1,005,637千円 

構築物  62,010千円 

土地  1,424,489千円 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 834,879 13,181 － 775,224 72,836 

賞与引当金  30,000 36,000 30,000 － 36,000 

ポイント引当金 14,381 17,061 14,381 － 17,061 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 22,812 

預金の種類  

普通預金 237,531 

定期預金 2,000 

別段預金 1,990 

小計 241,522 

合計 264,334 

相手先 金額（千円） 

有限会社タイヤセンター豊成 1,859 

今岡宣政 1,458 

株式会社トヨシマ 1,377 

丸山壺平 691 

株式会社タイヤ館山口 355 

その他 1,003 

合計 6,746 

期日別 金額（千円） 

平成19年５月 369 

６月 3,540 

７月 1,458 

８月 1,377 

合計 6,746 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高、当期回収高には消費税等が含まれております。 

４）加盟店貸勘定 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）加盟店貸勘定の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高、当期回収高には消費税等が含まれております。 

相手先 金額（千円） 

株式会社メールオーダーハウス 28,714 

ＵＦＪニコス株式会社 23,992 

株式会社住友クレジットサービス 22,420 

株式会社ジェーシービー 18,744 

阪神タイヤ商会株式会社 16,072 

その他 351,106 

合計 461,051 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

458,545 6,075,668 6,073,163 461,051 92.9 27.6 

相手先 金額（千円） 

太陽エリアス株式会社 36,569 

株式会社オートルボラン 15,562 

株式会社太陽 7,761 

株式会社マルイケ 3,238 

トーヨー自販株式会社 998 

合計 64,129 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

745,306 1,206,090 1,887,267 64,129 96.7 122.5 



５）商品 

６）貯蔵品 

７）敷金・保証金 

品目 金額（千円） 

タイヤ・ホイール 800,914 

オーディオ・ビジュアル 613,772 

オイル・ケミカル 128,677 

アクセサリー 272,643 

カースポーツ用品 228,789 

部品・用品等 402,849 

合計 2,447,646 

品目 金額（千円） 

制服等 2,485 

板金・塗装用塗料 2,347 

その他 1,034 

合計 5,867 

区分 金額（千円） 

建築協力金 325,021 

敷金 405,337 

店舗保証金 177,822 

差入保証金 446,369 

合計 1,354,550 



② 負債の部 

１）支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

２）買掛金 

相手先 金額（千円） 

株式会社ピーアンドピー 33,360 

株式会社秀巧堂 1,093 

合計 34,453 

期日別 金額（千円） 

平成19年４月 5,226 

５月 12,459 

６月 13,528 

７月 3,240 

合計 34,453 

相手先 金額（千円） 

株式会社ナップチェーン 696,420 

ＷＡＮＦＥＮＧ・ＡＵＴＯ・ＷＨＥＥＬＣＯ 14,748 

ＦＵＴＥＫ ＡＬＬＯＹ ＣＯ．，ＬＴＤ 5,316 

合計 716,485 



３）短期借入金 

４）長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社広島銀行 615,000 

株式会社もみじ銀行 420,000 

株式会社福岡銀行 300,000 

株式会社山陰合同銀行 261,000 

商工組合中央金庫 200,000 

株式会社山口銀行 100,000 

小計 1,896,000 

一年内返済予定の長期借入金 465,810 

合計 2,361,810 

相手先 
金額 

（うち一年内返済予定額）（千円） 

株式会社広島銀行 1,885,900 (465,810) 

合計 1,885,900 (465,810) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１ 平成19年１月10日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりと

なりました。(平成19年５月７日から実施) 

２ 平成19年６月29日開催の定時株主総会において、定款の一部変更が決議され、単元未満株式について、次に

掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定めております。  

（１）会社法189条第２項各号に掲げる権利  

（２）会社法166条第１項の規定による請求をする権利  

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利  

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 
３月３１日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 （注）１ 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 
野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り （注）２ 

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 （注）１ 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 
野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞  

株主に対する特典 なし 

取扱場所 大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部  



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書 

 事業年度（第32期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日中国財務局長に提出。

(2）半期報告書 

 （第33期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月28日中国財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成18年６月９日中国財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号に基づく臨時報告書であります。 

 平成18年６月９日中国財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号に基づく臨時報告書であります。 

 平成18年６月９日中国財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成18年６月29日

株式会社モンテカルロ      

  代表取締役社長 森田 映一 殿  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 笠原 壽太郎 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 世良 敏昭  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

モンテカルロの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社モンテカルロ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社及び子会社は当連結会計年度において1,012,159千円の当期純損

失を計上した結果、358,808千円の債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該

状況に関する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を連結財務諸表に反映していない。 

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社及び子会社は当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

３．重要な後発事象１.に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日付で子会社との合併契約を締結し、平成18年

６月29日開催の定時株主総会で承認された旨が記載されている。 

４．重要な後発事象２.に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日付で子会社と資産管理事業にかかる分割契約

を締結し、平成18年６月29日開催の定時株主総会で承認された旨が記載されている。 

５．重要な後発事象３.に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日開催の取締役会において、第三者割当増資に

よる優先株の発行を決議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成19年６月19日

株式会社モンテカルロ      

  代表取締役社長 森田 映一 殿  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 笠原 壽太郎 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 世良 敏昭  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

モンテカルロの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社モンテカルロ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成18年６月29日

株式会社モンテカルロ      

  代表取締役社長 森田 映一 殿  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 笠原 壽太郎 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 世良 敏昭  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モンテカルロの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

モンテカルロの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社及び子会社は当事業年度において1,000,835千円の当期純損失を

計上した結果、339,742千円の債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況

に関する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重

要な疑義の影響を財務諸表に反映していない。 

２．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなっ

たため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

３．重要な後発事象１.に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日付で子会社との合併契約を締結し、平成18年

６月29日開催の定時株主総会で承認された旨が記載されている。 

４．重要な後発事象２.に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日付で子会社と資産管理事業にかかる分割契約

を締結し、平成18年６月29日開催の定時株主総会で承認された旨が記載されている。 

５．重要な後発事象３.に記載されているとおり、会社は平成18年６月９日開催の取締役会において、第三者割当増資に

よる優先株の発行を決議している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

       

      平成19年６月19日

株式会社モンテカルロ      

  代表取締役社長 森田 映一 殿  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 笠原 壽太郎 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 世良 敏昭  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モンテカルロの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

モンテカルロの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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